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当初予算(案)のあらまし 

６ 重点的に取り組む政策 

別冊 





（１） 復興推進の取組に係る主な事業 

 （単位：百万円） 

区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

Ⅰ 安

全の確

保－１ 

防災の

まちづ

くり 

災害に強く安全で安心な暮らしを支える防災都市・地域をつくります 

復興防災部 

災害マネジメント

サイクル推進事業

費 

7.6 

震災や台風災害等からの復旧・復興を進め

る中で得られた教訓・知見を踏まえ、応急

対応フェーズから復旧・復興フェーズへの

円滑な移行に資する仕組みづくりのため、

「災害マネジメントサイクル」を推進 

 復興防災部 放射線影響対策費 3.3 

原発放射線影響対策を推進するため、放射

線に関する情報発信や、東京電力への損害

賠償請求に向け市町村等と連携した取組

等を実施 

 復興防災部 復興推進費 13.0 

復興委員会からの助言及び市町村との連

携強化による復興推進プランの取組の着

実な推進 

 復興防災部 
個別避難計画作成

支援事業費（再掲） 
1.2 

災害発生時に高齢者や障がい者などの避

難行動要支援者への避難支援が迅速かつ

的確に行われるよう、市町村における個別

避難計画の作成を支援 

 復興防災部 
地震・津波対策緊急

強化事業費（再掲） 
120.7 

本県最大クラスの津波被害想定を踏まえ

た沿岸市町村が行う避難対策や自主防災

組織の育成・活性化など、犠牲者ゼロを目

指す取組に要する経費を補助（補助率：

1/2・2/3、補助対象：市町村） 

また、津波避難対策の向上に向けた実証実

験を実施 

 復興防災部 
自主防災組織強化

事業費（再掲） 
5.5 

県民の防災意識の向上を図るため、県広報

誌などによる広報や地域防災サポーター

制度を活用した県民向けの出前講座など

を実施 

 復興防災部 
広域防災拠点設備

等整備費（再掲） 
16.3 

大規模災害に備えた防災体制を構築する

ため、広域防災拠点への食料等の備蓄及び

広域防災拠点配置計画等の見直しを実施 

 環境生活部 
再生可能エネルギ

ー導入促進事業費 
15.1 

エネルギーの地産地消に向け、市町村の自

立・分散型エネルギーシステムの構築に対

する支援を実施（補助率：定額、補助対象：

市町村） 



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 環境生活部 

いわて男女共同参

画プラン推進事業

費 

0.3 
男女共同参画の視点からの復興・防災に関

する普及啓発の取組を実施 

 環境生活部 
環境放射能水準調

査費 
3.6 

原子力発電所事故に伴う放射性物質によ

る影響を把握するため、県内に設置したモ

ニタリングポストの測定結果をインター

ネット上でリアルタイムで公開するほか、

県内の河川等について放射性物質濃度の

分析・公表を実施 

 環境生活部 放射線対策費 1.9 

放射線影響に対する理解を深めるための

セミナーの開催や、除染に関する市町村へ

の支援を実施（補助率：1/2、補助対象：

市町村） 

 県土整備部 
河川等災害復旧事

業費 
3,453.0 

被災した河川の公共土木施設の災害復旧

を実施 

 

故郷への思いを生かした豊かで快適な生活環境をつくります 

復興防災部 

震災津波関連資料

収集・活用等推進事

業費（再掲） 

2.9 

東日本大震災津波の事実を踏まえた教訓

を今後の国内外の防災学習等に生かすた

め、「いわて震災津波アーカイブ～希望～」

に震災津波関連の記録を蓄積し、その活用

を促進 

Ⅱ 暮ら

しの再

建－１ 

生活・雇

用 

被災者の生活の安定と住環境の再建に向けて支援します 

復興防災部 
被災者生活支援事

業費 
43.0 

いわて被災者支援センターにおいて、恒久

的な住宅へ移行した後においても経済面

や生活設計などの課題を抱える被災者を

支援 

 
ふるさと振

興部 

三陸鉄道経営移管

交付金（再掲） 
191.3 

ＪＲ山田線移管後の三陸鉄道㈱の持続的

な運営を確保するため、経営移管後に生じ

る設備の維持管理等に要する経費に対し

て交付金を交付 

 
ふるさと振

興部 

地域バス交通支援

事業費補助（再掲） 
38.5 

住民生活の重要な移動手段であるバス路

線の維持を図るため、市町村が行う生活交

通路線の確保に要する経費を補助（補助

率：1/2、補助対象：市町村） 

また、新たに、公共交通の衰退による人口

減少を抑制するため、県民の広域移動を支

える一定の要件を満たす路線の確保に要



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

する経費を補助（補助率：1/2、補助対象：

市町村） 

 県土整備部 
災害復興住宅融資

利子補給補助 
5.0 

被災住宅の復旧に必要な資金を借り入れ

た被災者に対し、利子補給補助を実施（補

助率：定額、補助対象：市町村） 

 

雇用の確保を図るとともに、就業を支援します 

商工労働観

光部 

事業復興型雇用確

保事業費補助 
100.9 

被災地の事業所が、被災求職者を雇用する

場合に、雇入れに要する経費等を補助（補

助率：定額、補助対象：沿岸 12 市町村に

所在する中小企業者に該当する事業所） 

Ⅱ 暮ら

しの再

建－２ 

保健・医

療・福祉 

健康の維持・増進を図るとともに、要保護児童を支援します 

保健福祉部 
被災地こころのケ

ア対策事業費 
417.2 

被災者の精神的負担を軽減するため、「県

こころのケアセンター」及び「地域こころ

のケアセンター」を運営し、長期にわたる

継続した専門的ケアを実施 

Ⅱ 暮ら

しの再

建－３ 

教育・文

化・スポ

ーツ 

きめ細かな学校教育を実践するとともに、教育環境の整備・充実を図ります 

ふるさと振

興部 

私立学校被災児童

生徒等就学支援事

業費補助 

42.5 

被災により就学等が困難となった私立学

校の児童生徒等の負担軽減を図るため、学

校法人等が行う授業料等の減免に要する

経費の一部を補助（補助率：定額、補助対

象：学校法人等） 

 
ふるさと振

興部 

いわての学び希望

基金大学等進学支

援一時金給付事業

費 

5.7 

東日本大震災津波で被災した高校生等が、

経済的な理由により大学等への進学を断

念することがないよう、進学に伴い必要と

なる費用等の一部を給付（対象者：一定の

所得未満の世帯の私立高等学校等卒業生、

対象見込人数：12 人） 

 
ふるさと振

興部 

いわての学び希望

基金教科書購入等

給付事業費 

9.3 

東日本大震災津波で被災したことにより

生活の基盤を失った生徒に対して、学校生

活に必要な経費（高等学校入学に要する経

費、教科書相当額、修学旅行費）を給付（対

象者：一定の所得未満の世帯の私立高等学

校の生徒、対象見込人数：63 人） 

 教育委員会 
スクールカウンセ

ラー等配置事業費 
121.6 

東日本大震災津波により配慮が必要な児

童生徒を支援するため、臨床心理士等を学

校等に配置するほか、独自に心のケアに資

する支援活動等を行う市町に対し、その経

費を補助（補助率：定額、補助対象：市町） 



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 教育委員会 

スクールソーシャ

ルワーカー配置事

業費 

19.3 

東日本大震災津波による児童生徒を取り

巻く環境の改善に向けた支援・指導を行う

ため、教育事務所等にスクールソーシャル

ワーカーを配置 

 教育委員会 

いわての学び希望

基金奨学金給付事

業費 

185.9 

東日本大震災津波で親を失った児童生徒

等が、経済的な理由により就学を断念する

ことのないよう、奨学金を給付（対象者：

児童生徒等、対象者数見込：197 名） 

 教育委員会 

いわての学び希望

基金教科書購入費

等給付事業費 

73.2 

東日本大震災津波で被災し、生活の基盤を

失った生徒に対し、学校生活に必要な経費

（高等学校入学に要する経費、教科書相当

額、修学旅行費）を給付（対象者：県内公

立高等学校等生徒等、対象者数見込：620

名） 

 教育委員会 

いわての学び希望

基金大学等進学支

援一時金給付事業

費 

79.8 

東日本大震災津波で被災した高校生等が、

経済的な理由により大学等への進学を断

念することのないよう、進学に伴い必要と

なる費用の一部を給付（対象者：一定の所

得未満の世帯の公立高等学校等卒業生、対

象者数見込：140 名） 

 教育委員会 
被災児童生徒就学

援助事業費補助 
74.6 

東日本大震災津波で被災したことに起因

する経済的な理由により就学困難となっ

た児童生徒に対し、市町村が実施する就学

援助に要する経費を補助（補助率：定額、

補助対象：市町村） 

 教育委員会 
高校奨学事業費補

助 
14.6 

東日本大震災津波で被災したことに起因

する経済的な理由により就学困難となっ

た高校生等に対し、（公財）岩手育英奨学

会が実施する奨学金の貸与等に要する経

費を補助（補助率：定額、補助対象：（公

財）岩手育英奨学会） 

 教育委員会 
いわての復興教育

推進事業費 
53.2 

「いわての復興教育プログラム」に基づき

全県的な復興教育を推進するとともに、

「いわての復興教育」副読本や絵本の英語

版により国内外に復興教育を発信 

 教育委員会 
県立学校復興担い

手育成支援事業費 
17.4 

地域産業や復興を担う人材を育成し、生徒

一人ひとりの進路の実現を支援するため、

東日本大震災津波により被災した沿岸地



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

域の高校生を対象とした専門教科の実技

講習会や大学進学講座等を実施 

 教育委員会 

特別支援学校キャ

リア教育推進事業

費 

11.2 

特別支援学校高等部生徒の実習先や就労

先の拡大を図るため、特別支援学校技能認

定制度の実施など、企業と連携した雇用の

支援体制を推進 

 教育委員会 
野外活動センター

管理運営費 
2.2 

県立野外活動センターにおいて東日本大

震災津波伝承館等近隣施設と連携した復

興及び防災教育に関する研修プログラム

を実施 

 

文化芸術環境の整備や伝統文化などの保存と継承を支援します 

文化スポー

ツ部 

復興の絆を活かし

た文化芸術による

次世代育成事業費

（再掲） 

7.8 

東日本大震災津波からの復興の絆を活か

し、優れた文化芸術に親しむ機会の充実、

発表機会の拡大、人的交流・文化的交流、

子どもたちが触れ合う機会を創出 

 農林水産部 

幸せ創る女性農林

漁業者育成事業費

（再掲） 

6.6 

本県農林水産業をけん引する女性農林漁業

者を育成するため、女性農林漁業者が働きや

すい環境整備や女性グループの経営力・自主

企画力向上に向けた取組、「食の匠」による

地域食文化の伝承活動などを支援（補助率：

定額、補助対象：女性グループ） 

 教育委員会 

いわての学び希望

基金被災地児童生

徒文化活動支援費

補助 

3.8 

東日本大震災津波で被災した児童生徒の

文化活動の大会等への参加に要する経費

を補助（補助率：定額補助対象：岩手県中

学校文化連盟、岩手県高等学校文化連盟、

（一社）岩手県芸術文化協会） 

 教育委員会 
被災ミュージアム

再興事業費 
415.1 

東日本大震災津波で被災した陸前高田市

の博物館が所蔵する古文書や生物標本な

どの文化財等の修復や安定的な保管を支

援（補助率：定額、補助対象：市） 

 スポーツ・レクリエーション環境を整備するとともに、スポーツを生かした交流を促進します 

 
文化スポー

ツ部 

ラグビー国際交流

推進事業実行委員

会(仮称)負担金（再

掲） 

6.2 

スポーツを通じた国際交流を推進するた

め、フランスで開催されるワールドアマチ

ュアラグビーフェスティバルへ岩手県選

抜チームの派遣を実施 

 
文化スポー

ツ部 

被災地スポーツ交

流推進事業費（再

掲） 

4.0 

スポーツによる人的・経済的な交流を促進

するため、東京 2020 オリンピック・パ

ラリンピック競技大会のレガシーを活用



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

し、東京都と被災３県が連携したスポーツ

交流大会等を開催 

 教育委員会 

いわての学び希望

基金被災地生徒運

動部活動支援費補

助 

33.2 

東日本大震災津波により被災した生徒の

運動部活動の県大会及び東北大会等への

参加に要する経費を補助（補助率：定額、

補助対象：岩手県高等学校体育連盟、岩手

県中学校体育連盟） 

Ⅱ 暮ら

しの再

建－４ 

地域コ

ミュニ

ティ 

地域コミュニティの再生・活性化を支援します 

復興防災部 

被災地コミュニテ

ィ支援コーディネ

ート事業費 

19.8 

被災者の生活再建先におけるコミュニテ

ィの形成と活動の定着に向けて、市町村の

コミュニティ形成の取組等を支援すると

ともに、市町村と連携して住民が主体とな

った自治組織の運営に向けた取組を支援 

 復興防災部 
被災者の参画によ

る心の復興事業費 
15.5 

被災者自身が参画し、活動する機会の創出

等を通じ、被災者が生きがいをもって生活

することなどを支援する民間団体等の取

組に要する経費を補助（補助率：定額、補

助対象：民間団体等） 

 
ふるさと振

興部 

新しい三陸復興の

かけ橋推進費 
1.4 

首都圏を中心とした県内外の企業等と沿

岸地域との連携強化、交流拡大を図るた

め、復興支援マッチングや関係性の強化、

復興関連情報の発信を実施 

 
ふるさと振

興部 

いわて復興応援隊

活動推進事業費 
12.2 

地域の活性化や将来の人材定着につなが

る取組を推進 

 環境生活部 
ＮＰＯ等による復

興支援事業費 
24.2 

多様な主体の協働による復興支援活動等

を推進するため、活動経費の助成や担い手

となるＮＰＯ等の運営基盤強化のための

取組を実施（補助率：定額、補助対象：Ｎ

ＰＯ等） 

Ⅲ なり

わいの

再生－

１ 水産

業・農林

業 

漁業協同組合を核とした漁業、養殖業を構築します 

農林水産部 
栽培漁業推進事業

費（再掲） 
330.4 

栽培漁業資源の回復を図るため、種苗生

産・放流の支援や、放流後の生残率を高め

る適切な放流方法の指導等を実施（対象：

アワビ・ヒラメ種苗、補助率：10/10、

補助対象：漁業協同組合） 

 農林水産部 
さけ、ます増殖緊急

強化対策事業費（再
46.3 

サケ資源の回復を図るため、サケ稚魚の生

産技術の開発、サクラマスの資源造成に向



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

掲） けた研究等に加え、大型で遊泳力の高い強

靱なサケ稚魚の生産技術の現場実装を支

援（補助率：1/3 等、補助対象：さけ、

ます増殖協会等） 

 農林水産部 

さけ資源緊急回復

支援事業費補助（再

掲） 

389.4 

サケ資源の回復を図るため、親魚の確保等

に要する経費を補助（補助率：10/10、

補助対象：さけ・ます増殖協会） 

 農林水産部 
養殖業振興事業費

（再掲） 
2.8 

養殖生産量の増大を図るため、アサリ種苗

の量産技術の実証と養殖管理技術の確立

に向けた試験等を実施 

 農林水産部 

養殖生産技術高度

化推進事業費（再

掲） 

5.0 

本県の強みである種苗生産技術などを生

かした高度なつくり育てる漁業を推進す

るため、新たな魚類の養殖技術等を開発 

 農林水産部 

さけ、ます海面養殖

イノベーション推

進事業費（再掲） 

3.3 

サケ・マス類の海面養殖の振興を図るた

め、ＩＣＴ機器の導入による稚魚の効率的

な生産体制の構築や県産オリジナルの海

面養殖用種苗の開発を推進 

 農林水産部 
漁場等生産力発揮

対策事業費（再掲） 
5.3 

漁場等が有する生産力を十分に発揮させ

るため、海藻養殖の増産に向けた技術開発

やウニの安定出荷に向けた取組を実施 

 農林水産部 

いわて水産アカデ

ミー運営支援事業

費（再掲） 

3.4 

新たな漁業就業者の確保や地域をリード

する漁業者の育成を図るため、生産技術や

経営手法を習得できる「いわて水産アカデ

ミー」の運営を支援 

 農林水産部 

幸せ創る女性農林

漁業者育成事業費

（再掲） 

6.6 

本県農林水産業をけん引する女性農林漁

業者を育成するため、女性が働きやすい環

境整備や女性グループの経営力・自主企画

力向上に向けた取組、「食の匠」による地

域食文化の伝承活動などを支援（補助率：

定額、補助対象：女性グループ） 

 

産地魚市場を核とした流通・加工体制を構築します 

農林水産部 

いわて農林水産物

輸出強化事業費（再

掲） 

9.9 

県産農林水産物の海外における知名度向

上と販路の拡大を図るため、オンライン商

談会やフェアの開催、ＳＮＳを活用した情

報発信を実施 

 農林水産部 

新たな水産資源利

活用モデル開発事

業費（再掲） 

6.9 

増加している水産資源の有効利用を図る

ため、水揚量が増加している魚種を対象と

した新たな水産物の販路・物流モデルの構



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

築に向けた取組を実施 

 農林水産部 
水産物安全出荷推

進事業費 
2.4 

県産水産物の安全性の確保と風評被害の払

拭のため、水産物の放射性物質調査を実施 

 

地域特性を生かした生産性・収益性の高い農林業を実現します 

環境生活部 
食品放射性物質検

査強化事業費 
5.6 

県民の食品の放射性物質汚染への不安解消

のため、流通食品の放射性物質検査を実施す

るとともに、市町村と連携し、野生山菜及び

野生きのこ類の放射性物質検査を実施 

 農林水産部 

いわて地域ぐるみ

６次産業化支援事

業費（再掲） 

2.8 

地域ぐるみの６次産業化を促進するため、

農林漁業者と商工業者等が連携して行う

特産品開発や販路拡大等の取組を支援 

 農林水産部 

いわて畜産物ブラ

ンド強化対策事業

費（再掲） 

3.0 

県産牛肉のブランド化と有利販売等を進

めるため、いわて牛普及推進協議会が行う

普及啓発や消費拡大等の取組を支援 

 農林水産部 

いわての純情園芸

産品販売戦略展開

事業費（再掲） 

1.5 

県産園芸産品の有利販売等を進めるため、

産地と実需者等との安定的な取引関係の

構築、消費者等へのＰＲなどを実施 

 農林水産部 

県産牛肉安全安心

確立緊急対策事業

費 

22.5 

安全・安心な県産牛肉の供給体制を確立す

るため、出荷される県産牛の放射性物質検

査を実施 

 農林水産部 
鳥獣被害防止総合

対策事業費（再掲） 
312.6 

野生鳥獣による農作物被害を防止するた

め、有害捕獲や電気柵等の侵入防止柵の設

置などを支援するとともに、食肉加工を目

的とするニホンジカの放射性物質検査を実

施（補助率：定額等、補助対象：協議会等） 

 農林水産部 

有害鳥獣捕獲等強

化支援事業費（再

掲） 

24.0 
野生鳥獣による農作物被害防止対策を強

化するため、広域捕獲活動を実施 

 農林水産部 

土地利用型農業生

産振興対策事業費

（再掲） 

2,319.1 

水稲や園芸作物等の産地競争力の強化を

図るため、共同利用施設等の整備や、高収

益作物等への転換に要する経費を補助（補

助率：1/2 等、補助対象：農業者の組織

する団体等） 

 農林水産部 
農産物放射性物質

検査事業 
0.4 

県産農産物の安全性の確保と風評被害の払

拭のため、農産物の放射性物質検査を実施 

 農林水産部 
東日本大震災農業

生産対策交付金 
1.0 

原発事故からの農業生産の復興に向け、安

全な農畜産物を生産できる環境の確保等

を図るための取組に要する経費を補助（補



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

助率：定額、補助対象：農業者の組織する

団体等） 

 農林水産部 
放射性物質被害畜

産総合対策事業費 
64.7 

県産畜産物の安全性の確保と風評被害の

払拭のため、牧草等の放射性物質調査や汚

染牧草の一時保管等を支援（補助率：定額、

補助対象：市町村） 

 農林水産部 
特用林産施設等体

制整備事業費補助 
77.8 

しいたけ生産者の経営基盤の強化を図る

ため、しいたけ原木等の生産資材の導入や

簡易ハウスの整備等に要する経費を補助

（補助率：定額、補助対象：市町村） 

 農林水産部 
きのこ原木等処理

事業費補助 
10.8 

原木しいたけ産地の再生を図るため、使用

自粛となったしいたけ原木及びほだ木の

処理や、落葉層除去等ほだ場の生産環境整

備に要する経費を補助（補助率：定額、補

助対象：市町村） 

 農林水産部 
特用林産物放射性

物質調査事業費 
68.2 

県産特用林産物の安全性の確保と風評被

害の払拭のため、特用林産物の放射性物質

調査を実施 

Ⅲ なり

わいの

再生－

２ 商工

業 

中小企業などの事業再開と経営力向上に向けた取組を支援します 

復興防災部 

沿岸地域基幹産業

人材確保支援事業

費 

15.9 

水産加工業の人材確保のため、水産加工事

業者が実施するＤＸの導入及び女性が働

きやすい職場環境の整備に要する経費の

一部を補助する市町村を支援（補助率：定

額、補助対象：市町村） 

 
商工労働観

光部 

中小企業東日本大

震災復興資金貸付

金 

26,479.7 
被災事業者に対して、事業の再建や経営の

安定に必要な資金を貸付 

 
商工労働観

光部 

中小企業被災資産

復旧事業費補助 
10.0 

沿岸市町村の産業復興を促進するため、市

町村が行う被災事業者の施設等の復旧に

対する補助事業に要する経費を補助（補助

率：1/2、補助対象：市町村） 

 
商工労働観

光部 

中小企業等復旧・復

興支援事業費 
624.7 

被災事業者が一体となって復旧・復興を図

る事業を行う場合に、国と県が連携して当

該事業に不可欠な施設等の復旧・整備に要

する経費を補助（補助率：3/4、補助対象：

中小企業者など） 

 
商工労働観

光部 

いわて食の新商品

開発支援事業費（再
5.5 

岩手県産業創造アドバイザー等の派遣指

導や、水産加工業をはじめとする食産業事



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

掲） 業者への相談会の開催等により、売れる商

品づくりの取組を総合的に支援 

 
商工労働観

光部 

いわて新事業活動

促進支援事業費補

助 

11.2 

三陸沿岸地域の水産加工業をはじめとす

る食産業事業者の新たな事業活動を促進

するため、中小機構及び県内金融機関と連

携した「いわて希望応援ファンド」を活用

し、運用益と合わせた補助事業を実施（補

助率：定額、補助対象：（公財）いわて産

業振興センター） 

 
商工労働観

光部 

いわて食の販路拡

大事業費（再掲） 
12.0 

県内食産業事業者の販路拡大を図るため、

県内外での食の商談会やフェアを開催 

 
商工労働観

光部 

海外輸出力強化事

業費（再掲） 
37.5 

県内企業の海外展開を推進するため、海外

における県産品の販路拡大や海外ビジネ

ス展開を支援 

 

産業の再生やものづくり産業などの振興を図ります 

商工労働観

光部 

ものづくりＤＸシ

ステム導入支援強

化事業費（再掲） 

14.1 

県内ものづくり企業のＤＸを推進するた

め、県工業技術センターを活用し、高度デ

ジタル技術者の育成、デジタル技術による

生産の高度化などの重点的な企業支援や共

同研究を通じて、モデル事例の創出を推進 

Ⅲ なり

わいの

再生－

３ 観光 

観光資源の再生を支援するとともに、新たな魅力を創造します 

復興防災部 
復興情報発信事業

費（再掲） 
23.3 

県内外の多様な主体と連携し復興を推進

するため、「復興フォーラム」の開催や「い

わて復興の歩み」の作成、東日本大震災津

波伝承館を拠点とした事実・教訓の伝承・

発信、国内外へのいわての復興情報の発信

を実施 

 
商工労働観

光部 

いわて教育旅行誘

致促進事業費補助

（再掲） 

11.9 

三陸地域への教育旅行の誘致拡大と周遊

促進を推進するため、貸切バスを使用した

教育旅行を催行する旅行業者の催行に要

する経費の一部を補助（補助率：定額、補

助対象：旅行業者） 

 
商工労働観

光部 

さんりく旅プラス

キャンペーン推進

費（再掲） 

10.7 

三陸地域の観光需要を喚起するため、三陸

地域の宿泊施設で利用できるクーポンを

ＯＴＡを通じて造成し、三陸地域への誘客

を促進 

 
復興の動きと連動した全県的な誘客を促進します 

商工労働観 三陸観光地域づく 19.4 三陸ＤＭＯセンターと連携し、三陸地域の



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

光部 り推進事業費（再

掲） 

特色を生かした観光地域づくりと、観光情

報の発信や観光資源を生かした周遊型滞

在の仕組みづくりを推進 

Ⅳ 未来

のため

の伝

承・発信

－１ 事

実・教訓

の伝承 

教訓を伝承する仕組みづくりを推進します 

復興防災部 
東日本大震災津波

伝承館管理費 
106.7 

東日本大震災津波伝承館の施設管理、展示解

説、企画展示及び震災教育等の事業を実施 

復興防災部 
復興情報発信事業

費（再掲） 
23.3 

県内外の多様な主体と連携し復興を推進

するため、「復興フォーラム」の開催や「い

わて復興の歩み」の作成、東日本大震災津

波伝承館を拠点とした事実・教訓の伝承・

発信、国内外へのいわての復興情報の発信

を実施 

 復興防災部 

震災津波関連資料

収集・活用等推進事

業費 

2.9 

東日本大震災津波の事実を踏まえた教訓

を今後の国内外の防災学習等に生かすた

め、「いわて震災津波アーカイブ～希望～」

に震災津波関連の記録を蓄積し、その活用

を促進 

 教育委員会 
野外活動センター

管理運営費（再掲） 
2.2 

県立野外活動センターにおいて東日本大

震災津波伝承館等近隣施設と連携した復

興及び防災教育に関する研修プログラム

を実施 

 教育委員会 
社会教育デジタル

活用推進事業費 
10.2 

県立図書館における震災関連資料のデジ

タル化を図るとともに、所蔵資料を用いた

「いわての復興教育」などのグループ学習

を実施する場を整備 

Ⅳ 未来

のため

の伝

承・発信

－２ 復

興情報

発信 

復興の姿を重層的に発信します 

政策企画部 
いわて情報発信強

化事業費 
7.7 

「復興の歩みを進める岩手の姿」と「岩手の

魅力」を発信し、記憶と教訓の伝承や、復興

への継続的な支援につなげる広報を展開 

復興防災部 
復興情報発信事業

費 
23.3 

県内外の多様な主体と連携し復興を推進す

るため、「復興フォーラム」の開催や「いわ

て復興の歩み」の作成、東日本大震災津波伝

承館を拠点とした事実・教訓の伝承・発信、

国内外へのいわての復興情報の発信を実施 

 
文化スポー

ツ部 

復興の絆を活かし

た文化芸術による

次世代育成事業費

（再掲） 

7.8 

東日本大震災津波からの復興の絆を活か

し、優れた文化芸術に親しむ機会の充実、

発表機会の拡大、人的交流・文化的交流、

子どもたちが触れ合う機会を創出 

 



（２） 「４つの重点事項」の取組 

① 人口の自然減・社会減対策関連事業 

（単位：百万円） 

部局名 事業名 予算額 事業内容 

ふるさと振興部 
いわてグローカル人材育

成推進費 
3.2 

本県の将来を担うグローカル人材を育成

し、地域での積極的な活用を促進するた

め、産学官の連携による「いわてグロー

カル人材育成推進協議会」において、世

界とつながる若者の活動支援等の取組を

実施 

ふるさと振興部 
県内大学生等定着推進事

業費 
6.7 

県内大学生等の定着を推進するため、県

内企業が大学等に求める人材育成ニーズ

の把握やこれまでの取組の検証等を実施 

ふるさと振興部 
地域ニーズ対応リカレン

ト教育推進費 
20.3 

リカレント教育を推進するため、地域ニ

ーズを把握するとともに、大学等が持つ

資源を活用し、地域ニーズに合致したカ

リキュラムを構築 

ふるさと振興部 
地域バス交通支援事業費

補助 
38.5 

住民生活の重要な移動手段であるバス路

線の維持を図るため、市町村が行う生活

交通路線の確保に要する経費を補助（補

助率：1/2、補助対象：市町村） 

また、新たに、公共交通の衰退による人

口減少を抑制するため、県民の広域移動

を支える一定の要件を満たす路線の確保

に要する経費を補助（補助率：1/2、補

助対象：市町村） 

ふるさと振興部 
活力ある小集落支援推進

事業費 
3.1 

地域コミュニティの担い手不足解消のた

め、特定地域づくり事業協同組合を活用

した農業者等の支援をするもの 

ふるさと振興部 
いわて地域おこし協力隊

活動推進事業費 
17.1 

地域課題の解決や人口減少対策に対応す

るため、地域おこし協力隊制度を活用し、

地域外の人材に地域の振興等に従事して

もらうとともに、地域への定住・定着を

図る取組を実施 

ふるさと振興部 
地域おこし協力隊活動支

援事業費 
2.5 

市町村及び地域おこし協力隊等ＯＢ・Ｏ

Ｇを核としたネットワークと連携し、地



部局名 事業名 予算額 事業内容 

域おこし協力隊の受入拡大、活動充実及

び任期終了後の定着に向けた取組を実施 

ふるさと振興部 
関係人口創出・拡大事業

費 
10.7 

首都圏在住者等に対し、岩手県への関心を

高める情報発信や、県内の地域課題解決等

に参画する機会の提供等を通じて、継続的

に様々な形で地域と関わる「関係人口」の

量的・質的な拡大を図る取組を実施 

ふるさと振興部 地域多文化共生推進費 2.6 

大規模災害時における在住外国人等の支

援に向けた取組を実施するほか、（公財）

岩手県国際交流協会が行う多文化共生推

進事業の実施を支援 

ふるさと振興部 地域日本語教育推進費 7.9 

本県の外国人県民等が生活に必要な日本

語能力を身に付け、地域社会の一員とし

て自立した生活を送ることができるよう

日本語教育環境を整備する取組を推進 

文化スポーツ部 岩手芸術祭開催費 19.8 

県民の文化芸術活動の発表の場と鑑賞の

機会を確保するとともに、文化芸術に親し

む機会の充実を図るため、本県における文

化芸術の祭典「岩手芸術祭」等を開催 

文化スポーツ部 
いわてアール・ブリュッ

ト魅力発信事業費 
4.6 

県民のアール・ブリュットへの関心を高め

るとともに、アール・ブリュット作家の創

作意欲の醸成を図るため、作品巡回展の開

催や県民への普及啓発の取組を実施 

文化スポーツ部 
地域スポーツ活動体制整

備事業費 
14.7 

中学校の休日部活動の地域移行を進める

ため、地域における受入体制の整備に向

けた実証事業等を実施 

文化スポーツ部 
文学の国いわて推進事業

費 
2.0 

本県における文芸活動の振興を図るた

め、本県ゆかりの作家による講演会等を

開催するとともに、若年層を対象とした

専門家による技術指導等を実施 

文化スポーツ部 
いわてアーツコンソーシ

アム推進事業費 
6.0 

文化芸術を生かしたまちづくりを進める

ため、官民一体による文化芸術推進体制

の構築等を推進 

文化スポーツ部 

復興の絆を活かした文化

芸術による次世代育成事

業費 

7.8 

東日本大震災津波からの復興の絆を活か

し、優れた文化芸術に親しむ機会の充実、

発表機会の拡大、人的交流・文化的交流、

子どもたちが触れ合う機会を創出 



部局名 事業名 予算額 事業内容 

文化スポーツ部 
いわてスポーツプラット

フォーム推進事業費 
8.8 

スポーツの力による健康社会の実現と人

的・経済的交流を推進するため、官民の

連携・協働による取組を実施 

文化スポーツ部 
地域活性化スポーツ推進

事業費 
20.2 

スポーツを通じた地域活性化を図るた

め、「いわてスポーツコミッション」に

よるスポーツイベント・合宿等の誘致や、

トップ・プロスポーツチームとの連携に

よる県民のスポーツ参加機会の充実等に

向けた取組を実施 

文化スポーツ部 

ラグビー国際交流推進事

業実行委員会(仮称)負担

金 

6.2 

スポーツを通じた国際交流を推進するた

め、フランスで開催されるワールドアマ

チュアラグビーフェスティバルへ岩手県

選抜チームの派遣を実施 

文化スポーツ部 
被災地スポーツ交流推進

事業費 
4.0 

スポーツによる人的・経済的な交流を促

進するため、東京 2020 オリンピック・

パラリンピック競技大会のレガシーを活

用し、東京都と被災３県が連携したスポ

ーツ交流大会等を開催 

文化スポーツ部 世界遺産登録推進事業費 41.0 
「平泉の文化遺産」の拡張登録に向けた

取組を実施 

文化スポーツ部 世界遺産保存活用事業費 10.5 

県内の３つの世界遺産「平泉」、「橋野

鉄鉱山」及び「御所野遺跡」の保存活用

の取組を実施 

文化スポーツ部 世界遺産価値普及事業費 3.9 

県内の３つの世界遺産「平泉」、「橋野

鉄鉱山」及び「御所野遺跡」に係る価値

や魅力の理解増進を図るとともに、一体

的な情報発信等を実施 

文化スポーツ部 
いわて県南歴史・文化観

光推進協議会負担金 
3.1 

平泉の世界遺産及び関連資産を活用した

関係人口の創出や地域の活性化を図るた

め、文化観光に関する取組を実施 

文化スポーツ部 
いわての民俗芸能活性化

交流促進事業費 
2.8 

民俗芸能の保存・継承や後継者の育成等

を図るため、「民俗芸能フェスティバル」

を開催し、民俗芸能団体等の活動や交流

を促進 

環境生活部 
いわて若者活躍支援強化

事業費 
22.5 

若者の主体的な活動を支援するため、い

わてネクストジェネレーションフォーラ



部局名 事業名 予算額 事業内容 

ムやいわて若者カフェと当該カフェ連携

拠点の協働によるイベント等を実施 

環境生活部 
いわて女性活躍支援強化

事業費 
11.5 

女性が働きやすい職場環境づくりを促進

するため、いわて女性活躍企業等認定制

度の普及等を図るとともに、女性の就

業・キャリア形成を支援するため、女性

対象のセミナー等を実施 

環境生活部 
若者女性が活躍できる職

場づくり促進強化事業費 
2.7 

若者女性が活躍できる職場環境づくりを

促進するため、経営者への働きかけ強化

や、アドバイザーの派遣による企業等の

取組支援等を実施 

保健福祉部 看護師等修学資金貸付金 191.2 

県内の看護職員の就業・定着を促進する

ため、看護師等学校養成所に在学する学

生に対し修学資金を貸付 

保健福祉部 周産期医療対策費 334.9 

総合的な周産期医療体制を整備し、安心

して子どもを生み育てることができる環

境づくりを推進するため、周産期母子医

療センターの運営支援（補助率：2/3、

補助対象：周産期母子医療センター）や

周産期医療施設設備整備（補助率：2/3、

補助対象：総合周産期母子医療センター）

を実施 

保健福祉部 妊産婦支援事業費 13.6 

安心して出産できる環境を整備するた

め、妊産婦の通院等に対し支援する市町

村への補助を実施（補助率：1/2、補助

対象：市町村） 

保健福祉部 
産科診療所開設等支援事

業費補助 
29.2 

身近な地域で安心して出産できる環境の

整備に要する経費を補助（補助率：1/2、

補助対象：分娩取扱診療所）するととも

に、分娩取扱診療所がない市町村におけ

る新規開設等の場合については、国庫補

助対象設備以外の設備整備に係る経費を

補助（補助率：定額、補助対象：分娩取

扱診療所） 

保健福祉部 
重層的支援体制整備事業

費 
178.7 

複雑化、複合化した支援ニーズに対応す

る包括的な支援体制を構築するため、市

町村における重層的支援体制整備事業の



部局名 事業名 予算額 事業内容 

実施を支援（補助率：12.5/100～1/3、

補助対象：市町村） 

保健福祉部 
岩手であい・幸せ応援事

業費 
50.4 

“いきいき岩手”結婚サポートセンター

を運営するとともに、会員数増に向けた

会員登録料無料キャンペーンや、市町村

との連携強化を担う結婚支援コンシェル

ジュの配置など、出会いや結婚を希望す

る県民の総合的な支援を実施 

保健福祉部 
いわてで家族になろうよ

未来応援事業費 
82.5 

市町村が行う新婚世帯に対する新居住居

費用等の助成（補助率：2/3、補助対象：

市町村）、結婚を考える世代が働く企業

への情報発信など、結婚等に対する取組

への支援を実施 

保健福祉部 
ライフデザイン形成支援

事業費 
6.9 

結婚夫婦等のほか、高校生をはじめとす

る県内の若者に、結婚・妊娠・出産、子

育てと仕事などの様々なライフイベント

について積極的に考え、将来のライフデ

ザインを希望を持って描く機会を提供す

るためセミナー等を実施 

保健福祉部 
特定不妊治療費助成事業

費 
51.4 

不妊治療を受ける夫婦の経済的負担の軽

減を図るため、治療費や交通費の一部を

助成（補助率：定額、補助対象：不妊治

療を受けた者） 

保健福祉部 
性と健康の相談センター

事業 
4.7 

性や生殖に関する健康支援を総合的に推

進し、ライフステージに応じた切れ目の

ない健康支援を実施するため、各種の健

康教育事業、健康支援、不妊専門相談等

の事業を実施 

保健福祉部 
出産・子育て応援事業費

補助 
967.4 

市町村が実施する、妊婦や子育て家庭に

対する伴走型相談支援及び経済的支援に

要する経費に対し補助（補助率：3/4、

5/6、10/10、補助対象:市町村） 

保健福祉部 
いわて子育て応援保育料

無償化事業費補助 
464.3 

市町村が、幼児教育・保育の無償化の対象

とならない第２子以降の３歳未満児の保

育料を無償化する場合に要する経費に対

し補助（補助率：1/2、補助対象:市町村） 



部局名 事業名 予算額 事業内容 

保健福祉部 
いわて子育て応援在宅育

児支援金 
104.1 

市町村が、保育所等を利用しない生後２

か月から３歳未満の第２子以降の子を養

育する世帯に対し、在宅子育てに係る支

援金を支給する場合に要する経費に対し

補助（補助率：1/2、補助対象:市町村） 

保健福祉部 
いわてで生み育てる県民

運動推進費 
6.3 

安心して子どもを生み育てられる環境を

整備するため、社会全体で子育て支援を

行う意識の啓発や機運の醸成を図る県民

運動等を実施 

保健福祉部 
未熟児養育医療給付費負

担金 
15.8 

乳児の健全な育成を図るため、指定養育

医療機関が実施する未熟児に対する医療

給付に要する経費を負担 

保健福祉部 小児慢性特定疾病対策費 239.7 

児童等の健全な育成を図るため、指定医

療機関が実施する小児慢性特定疾病によ

り治療を要する児童への医療の給付及び

市町村が行う日常生活用具の給付に要す

る経費を補助（補助率：1/2・3/4、補

助対象：市町村） 

保健福祉部 
産後ケア利用促進事業費

補助 
9.3 

産後ケア事業の利用者の経済的負担を軽

減し、支援を必要とする者が適切な支援

を受けられる体制を整備（補助率：定額、

補助対象：市町村） 

保健福祉部 施設型給付費等負担金 7,046.5 

市町村が行う特定教育・保育施設や地域

型保育事業所の運営等に対する給付及び

特定子ども・子育て支援施設等の利用に

対する給付のために要する経費に対して

負担 

保健福祉部 施設型給付費等補助 613.6 

子ども・子育て支援新制度の施行に伴い、

市町村が行う施設型給付費等（地方単独

分）の支給に要する経費に対して補助（補

助率：定額、補助対象：市町村） 

保健福祉部 保育所等環境整備費補助 9.0 

市町村が、県産木材を活用した遊具、机・

いす等の備品購入を実施する場合や、県

産木材を活用した遊具、机・いす等の備

品を購入する保育所等に対し補助する場

合に要する経費の一部を補助（補助率：

定額、補助対象：市町村） 



部局名 事業名 予算額 事業内容 

保健福祉部 
地域子ども・子育て支援

事業交付金 
1,940.8 

地域の子ども・子育て支援充実のため、

市町村が行う地域子育て支援拠点事業や

一時預かり事業等に要する経費に対して

助成（補助率：1/3・1/6、補助対象：

市町村） 

保健福祉部 
いわての子育て支援情報

発信事業費 
2.4 

ポータルサイト・アプリを活用し、子育

て支援情報に関するプッシュ型の情報発

信を展開 

保健福祉部 保育対策総合支援事業費 224.2 

保育士の確保を図るため、保育士・保育

所支援センターの運営等を行うほか、医

療的ケア児を保育するための保育所等の

体制整備に対する補助を行うとともに、

保育士資格の取得を目指す学生に対する

修学資金の貸付けに要する経費に対して

助成（補助率：1/4・7/8・10/10・定

額、補助対象：市町村、岩手県社会福祉

協議会） 

保健福祉部 
子育て支援対策臨時特例

事業費 
2.5 

子どもを安心して育てることができる環

境整備を図るため、市町村が行う保育所

及び認定こども園の整備に対する支援を

実施（補助率：2/3、補助対象：市町村） 

保健福祉部 
認定こども園等環境整備

費補助 
15.6 

子どもを安心して育てることができる環

境整備を図るため、認定こども園への移

行を予定する幼稚園の遊具等の整備に要

する経費に対して助成（補助率：1/2・

1/3、補助対象：学校法人等） 

保健福祉部 児童館等施設整備費補助 89.9 

市町村が行う児童厚生施設、放課後児童ク

ラブ室の整備に要する経費に対して助成

（補助率 1/6・1/3、補助対象：市町村） 

保健福祉部 子育て応援推進事業費 4.5 

社会全体で子育て支援を行う意識の啓発

や機運の醸成を図るため、「いわて子育

て応援の店」協賛店舗の拡大や「いわて

子育てにやさしい企業等」の認証等を実

施するとともに、第３子以降の子がいる

世帯を対象に、「子育て応援パスポート」

を交付し県営施設使用料等の減免を実施 

保健福祉部 子ども、妊産婦医療助成 559.3 子どもや妊産婦への医療費助成を行う市



部局名 事業名 予算額 事業内容 

費 町村に対する補助（補助率：1/2、補助

対象、市町村） 

保健福祉部 ひとり親家庭医療助成費 227.2 

ひとり親家庭への医療費助成を行う市町

村に対する補助（補助率：1/2、補助対

象、市町村） 

保健福祉部 
ひとり親家庭等セルフサ

ポート事業費 
11.1 

子どもの貧困対策に資するため、ひとり

親家庭の親が資格取得のために養成機関

で修業する場合における給付金の給付等

を実施 

保健福祉部 

子どもの未来応援地域ネ

ットワーク形成支援事業

費 

13.6 

子どもの居場所づくりの取組拡大を図る

ため、「子どもの居場所ネットワーク」

を通じた開設・運営に関する支援を実施 

保健福祉部 
児童養育支援ネットワー

ク事業費 
27.7 

児童虐待の発生予防、早期発見、早期対

応、再発防止の総合的な取組を推進する

ため、児童相談所や市町村等の対応力向

上を図る事業を実施 

保健福祉部 
社会的養護自立支援事業

費 
18.9 

18 歳（措置延長の場合 20 歳）到達に

より措置解除された児童養護施設の入所

者等に対し、個々の状況に応じ必要な支

援を実施   

保健福祉部 
ひとり親家庭等総合相談

支援事業費 
11.3 

ひとり親家庭の多様なニーズに対応し、

様々なサービスの有効活用を促進するた

め、民間団体や関係機関の緊密な連携の

もと、包括的な相談支援体制を整備 

保健福祉部 
児童養護施設等整備費補

助 
57.3 

児童養護施設等の小規模化、地域分散化等

の施設整備の実施に要する経費を補助（補

助率：定額、補助対象：社会福祉法人） 

保健福祉部 里親委託促進事業費 25.8 

里親包括支援機関を委託し、市町村や児

童相談所との密接な連携のもと、里親の

新規開拓から里親と里子とのマッチング

支援、里親委託後の養育支援までの取組

を一体的に実施 

保健福祉部 
ヤングケアラー支援体制

強化事業費 
8.1 

ヤングケアラーの早期発見と必要な支援

につなげるため、福祉・介護・医療・教

育等が連携した包括的な支援体制を整備 

商工労働観光部 
未来のものづくり人材育

成・地元定着促進事業費 
23.6 

地域ものづくりネットワークを中心とし

た産学行政連携による小学生から企業人



部局名 事業名 予算額 事業内容 

まで各段階に応じた人材育成と県内就職

促進の取組を推進 

商工労働観光部 
いわて産業人材奨学金返

還支援基金出捐金 
90.0 

将来の本県産業を担う人材の確保・定着を

図るため、奨学金の返還を支援する「いわ

て産業人材奨学金返還支援基金」へ出捐 

商工労働観光部 
いわて移住・定住促進事

業費 
29.9 

本県への定住・交流人口の拡大を促進す

るため、相談窓口の運営やイベントの開

催等による市町村等と連携した全県的な

移住推進の取組を実施（補助率：定額、

補助対象：ＮＰＯ等） 

商工労働観光部 いわてターン促進事業費 15.4 

本県へのＵ・Ｉターンを促進するため、

帰省者を対象としたプロモーションを実

施するとともに、新たにいわて暮らしの

魅力を紹介する動画を作成 

商工労働観光部 いわて暮らし応援事業費 165.8 

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを促

進するため、子育て世帯及び若者・女性

に対する支給額を拡大し、移住に伴う経

費等を補助（補助率：3/4・定額、補助

対象：市町村・移住者） 

商工労働観光部 
ジョブカフェいわて管理

運営費 
80.3 

若者等の就職活動や職場定着等を支援す

るため、各種支援サービスをワンストップ

で提供する「ジョブカフェいわて」を運営 

商工労働観光部 
地域ジョブカフェ運営事

業費 
2.5 

地域の関係機関等と連携し、地域に対応

した就業支援を行う「ジョブカフェ一関」

の運営への支援 

商工労働観光部 
県外人材等Ｕ・Ｉターン

推進事業費 
7.9 

Ｕ・Ｉターン就職者の増加を図るため、

県外若手人材等に対し、本県で生活する

メリットをＰＲするとともに、求人情報

の提供や職業紹介等を実施 

商工労働観光部 就業支援推進事業費 75.6 

県内各地域に就業支援員等を配置し、地

域内外の関係機関と連携しながら、高校

生の県内就職の促進、学校におけるキャ

リア教育の取組、雇用・労働に関する相

談への対応等を実施 

商工労働観光部 
いわてで働こう推進協議

会管理運営費 
0.6 

若者や女性等の県内就業やＵ・Ｉターン

の促進を図るため、「いわてで働こう推

進協議会」を核として、オール岩手で人



部局名 事業名 予算額 事業内容 

材の確保や定着の取組を推進 

商工労働観光部 いわて就業促進事業費 133.0 

県内就業の促進及びＵ・Ｉターンによる県

内企業の人材確保を推進するため、県内企

業と求職者やＵ・Ｉターン希望者とのマッ

チングを支援するほか、新たに、大学生等

のインターンシップの促進、兼業・副業を

中心としたプロフェッショナルデジタル

人材等の活用等の取組を実施（補助率：

1/2、補助対象：中小企業など） 

商工労働観光部 
地域就職氷河期世代支援

加速化事業費 
13.2 

就職氷河期世代の就職や正社員化等の支

援を強化するため、新たに、県内企業の

職場見学動画の作成によるマッチング支

援を実施するほか、ｅ-ラーニング等によ

る支援を実施 

商工労働観光部 
いわてとつながろう働く

魅力発信事業費 
44.4 

本県への将来的な地元定着やＵ・Ｉター

ン就職を促進するため、就職情報サイト

内に高校生・大学生向けに岩手で働く魅

力・価値を紹介する新たなコンテンツを

設けるとともに、就職情報誌発行等の取

組を実施 

商工労働観光部 
いわて働き方改革加速化

推進事業費 
8.2 

県内企業における働き方改革の促進と生

産性向上を両輪とした取組を推進してい

くため、関係機関等と連携した働き方改

革推進運動の展開や優良事例の普及を通

じた企業の働き方改革の取組を支援 

商工労働観光部 
魅力ある職場づくり推進

事業費 
11.2 

柔軟で多様な働き方の普及を図り、若者

や女性に魅力ある雇用・労働環境の整備

に向けた取組を支援（補助率：定額、補

助対象：中小企業など） 

商工労働観光部 
中小企業事業再生・再チ

ャレンジ支援事業費補助 
450.0 

県内中小企業者の経営課題解決支援の取

組を加速するため、「いわて中小企業事

業継続支援センター会議」の運営に要す

る経費を補助（補助率：定額、補助対象：

商工指導団体・岩手県信用保証協会等） 

商工労働観光部 
起業・スタートアップ推

進事業費 
24.6 

起業・スタートアップ支援のため、市町村

や金融機関、産業支援機関等が連携を強化

し、起業のステージやパターンに適したプ



部局名 事業名 予算額 事業内容 

ログラム提供等の伴走型支援を実施 

商工労働観光部 
いわて起業家育成資金貸

付金 
1,063.5 

新規創業者に対して、開業に必要な資金

を貸付 

商工労働観光部 
若者・女性創業支援資金

貸付金 
145.8 

いわて起業家育成資金に新たに若者・女

性創業支援枠を創設し、新規創業者に対

して、開業に必要な資金を貸付 

商工労働観光部 
若者・女性創業支援資金

利子補給 
2.3 

中小企業者が若者・女性創業支援資金の

貸付を受けた場合の利子の一部を補給 

商工労働観光部 
若者・女性創業支援資金

保証料補給補助 
11.2 

中小企業者が若者・女性創業支援資金の

貸付を受けた場合の信用保証料の事業者

負担分の一部を補給 

商工労働観光部 
いわて事業承継促進資金

貸付金 
737.0 

円滑な事業承継を促進するため、事業承継

時の経営者保証を不要とする資金を貸付 

商工労働観光部 事業承継推進事業費補助 25.2 

県内企業の円滑な事業承継を推進するた

め、事業承継の取組や経営革新、経営力

向上の取組等を支援するほか、後継者を

対象とした勉強会を開催（補助率：1/2、

補助対象：事業承継者など） 

商工労働観光部 
商店街にぎわい創出支援

事業費 
0.7 

個店の魅力創出を通じた商店街全体での

にぎわい創出を図るため、個店の経営力

向上の取組を支援 

商工労働観光部 
自動車関連産業創出推進

事業費 
29.3 

自動車関連産業の集積に向けて、県内企

業の取引拡大、サプライチェーンの構築、

研究開発促進、人材育成等の取組を推進

（補助率：10/10 など、補助対象：（公

財）いわて産業振興センターなど） 

商工労働観光部 
半導体関連産業創出推進

事業費 
8.3 

半導体関連産業の集積に向けて、地場企

業の取引拡大や人材育成等の取組を推進

（補助率：定額、補助対象：（公財）い

わて産業振興センター） 

商工労働観光部 
先端自動車関連技術人材

育成事業費 
1.1 

次世代の自動車産業を担う人材を重点的

に育成するため、高専生等を対象に、最

先端の自動車関連技術に関する知識や専

門技術を習得する講座を実施 



部局名 事業名 予算額 事業内容 

商工労働観光部 新産業事業化促進事業費 12.9 

県内ものづくり企業による新産業創出を

促進するため、ヘルステック関連産業に

係る製品化、事業化の取組を支援（補助

率：定額、補助対象：県内事業者) 

農林水産部 
いわて林業アカデミー運

営事業費 
47.1 

新たな林業就業者を確保・育成するため、

林業に関する知識・技術を習得できる｢い

わて林業アカデミー｣を運営 

農林水産部 
いわて水産アカデミー運

営支援事業費 
3.4 

新たな漁業就業者の確保や地域をリード

する漁業者の育成を図るため、生産技術

や経営手法を習得できる「いわて水産ア

カデミー」の運営を支援 

農林水産部 
いわてニューファーマー

支援事業費 
620.7 

新規就農者の確保・定着を図るため、就

農前の研修や就農直後の経営確立のため

の資金を交付するほか、経営発展に必要

な機械・施設等の導入を支援（対象者：

就農希望者等、対象者数見込：276 名） 

農林水産部 新規就農総合対策事業費 10.0 

新規就農者を確保・育成するため、市町

村、農業団体等と連携し、就農相談窓口

の設置、就農促進活動、新規就農者等を

対象とした経営発展段階に応じた農業研

修等を実施 

農林水産部 いわてで就農応援事業費 6.1 

新規就農者を確保するため、県外での就

農相談活動の充実・強化、メタバースを

活用した学びの場の提供等の取組を実施 

農林水産部 緑の青年就業準備給付金 21.3 

新たな林業就業者を確保・育成するため、

「いわて林業アカデミー」の研修生に対

し、就業準備給付金を交付（対象者：い

わて林業アカデミー研修生、対象者数見

込：15 名） 

農林水産部 
幸せ創る女性農林漁業者

育成事業費 
6.6 

本県農林水産業をけん引する女性農林漁

業者を育成するため、女性が働きやすい環

境整備や女性グループの経営力・自主企画

力向上に向けた取組、「食の匠」による地

域食文化の伝承活動などを支援（補助率：

定額、補助対象：女性グループ） 

農林水産部 
新たな水産資源利活用モ

デル開発事業費 
6.9 

増加している水産資源の有効利用を図る

ため、水揚量が増加している魚種を対象



部局名 事業名 予算額 事業内容 

とした新たな水産物の販路・物流モデル

の構築に向けた取組を実施 

農林水産部 
こころ高まる農山漁村感

動体験創出事業費 
3.0 

都市と農山漁村の交流人口拡大を図るた

め、多様な旅行者ニーズに対応できる人

材の育成や農山漁村への体験型教育旅行

等の誘致活動等を実施 

農林水産部 
中山間地農業農村活性化

推進対策事業費 
38.6 

中山間地域等において、将来にわたり持続

可能な活力ある地域コミュニティを確立

するため、活動をリードする人材の育成

や、集落等の将来ビジョン策定、農村ＲＭ

Ｏの形成に向けた取組等を支援（補助率:

定額、補助対象:中山間地域の団体等） 

農林水産部 
農業農村関係人口拡大定

着支援事業費 
10.8 

農業・農村における関係人口の拡大を図

るため、就農や農村での暮らしに関する

情報発信のほか、若者を対象とした農村

再発見バスツアーを実施 

農林水産部 
全国林業後継者大会推進

事業費 
6.4 

全国植樹祭の関連行事である全国林業後

継者大会の開催（令和５年）に向けた準

備を推進 

県土整備部 
若者・移住者空き家住ま

い支援事業費補助 
4.5 

若者世代及び県外からの移住定住者を対

象に、市町村の「空き家バンク」に登録

された空き家の取得・改修費用に市町村

が補助する経費の上乗せ補助を実施（補

助率：定額、補助対象：市町村） 

県土整備部 
県営住宅活用促進モデル

事業費 
2.5 

若者の住宅確保の支援と県営住宅のスト

ックの有効活用、団地及び地域の活性化

を図るため、通信環境を整備した県営住

宅を低廉な家賃で若者や県内企業に提供 

県土整備部 
いわてお試し居住体験事

業費 
30.2 

本県への移住定住の促進を図るため、家

電等を整備した県営住宅を、県外から移

住定住を検討している方に一定期間提供 

また、子育て世代の移住を促進するため、

子育て世代を対象とした募集を実施 

県土整備部 
建設業総合対策事業費補

助 
11.9 

社会資本の整備・維持の担い手である地

域の建設企業が存続できるような環境づ

くりのための経営改善や、若者や女性が

働きやすい環境整備に要する経費を補助



部局名 事業名 予算額 事業内容 

（補助率：1/2・定額、補助対象：（一

財）岩手県建設業協会、建設企業） 

教育委員会 高校奨学事業費補助 12.1 

経済的な理由により就学困難となった高

校生等に対し、（公財）岩手育英奨学会

が実施する奨学金の貸与等に要する経費

を補助（補助率：定額、補助対象：（公

財）岩手育英奨学会） 

教育委員会 
高校奨学事業費補助（大

学等進学支援） 
26.4 

経済的な理由により進学を断念しないよ

う、大学等進学を希望する高校生等に対

し、（公財）岩手育英奨学会が実施する

奨学金の貸与等に要する経費を補助（補

助率：定額、補助対象：（公財）岩手育

英奨学会） 

教育委員会 
公立高等学校等就学支援

金交付事業費 
2,288.1 

公立高等学校に通う生徒を持つ家庭の教

育費負担を軽減するため、国から交付され

る高等学校等就学支援金を授業料に充当 

教育委員会 
奨学のための給付金支給

事業費 
375.7 

低所得世帯における公立高等学校等の授

業料以外の教育費負担を軽減するため、

給付金を支給（対象者：一定の所得未満

の世帯の公立高等学校生徒等、対象者数

見込：3,134 名） 

教育委員会 学び直しへの支援事業費 1.0 

高等学校等を中途退学した後に再び公立

高等学校で学び直す者への支援のため、

国からの補助金を授業料に充当 

教育委員会 
家庭教育子育て支援推進

事業費 
2.9 

子育てや家庭教育に悩みや不安を抱える

親を支援するため、生涯学習推進センタ

ー内に電話相談・メール相談窓口を設置 

教育委員会 
学校・家庭・地域の連携

協力推進事業費 
138.8 

地域の人材を活用した放課後の安全・安

心な居場所づくりや家庭教育の支援な

ど、学校・家庭・地域が連携した取組に

要する経費を補助（補助率：2/3、補助

対象：市町村） 

教育委員会 
いわて幼児教育センター

運営費 
12.4 

幼児期における教育の質の向上を図るた

め、いわて幼児教育センターの運営や市

町村の幼児教育アドバイザーの養成、訪

問支援等を実施 



部局名 事業名 予算額 事業内容 

教育委員会 
いわて進学支援ネットワ

ーク事業費 
16.5 

本県の将来を支える人材を育成するた

め、進学対策講座の開催や生徒の進路に

応じた進学指導などの取組を推進すると

ともに、新たに地域や学校規模による学

習機会の格差解消を図るための配信講座

を実施 

教育委員会 ネットワーク共創事業費 19.1 

「高校魅力化」を推進するため、外部人

材の活用による高校及び地域の「魅力化」

の取組を支援するとともに、新たに地域

等関係機関との協働を円滑に進めるため

の地域連携コーディネーターを配置 

教育委員会 探究共創事業費 15.6 

高校と地元自治体や企業・大学等が協働

し、地域や地域産業の持つ魅力や課題等

に触れながら探究的に学ぶ機会を共創す

る魅力ある学校づくりへの取組を推進 

盛岡広域振興局 
みらいもりおか人材確保

推進事業費 
1.4 

ＩＴ産業の振興のため、多様な産業のデ

ジタル化・ＤＸの推進を担う人材の育

成・確保と若年者の県内就業を促進 

県南広域振興局 
いわて県南移住定住総合

コーディネート事業費 
4.2 

情報発信やセミナー、キャリア教育に分野

を横断して取り組むことにより、県南地域

の強みを生かした人口減少対策を実施 

県南広域振興局 
県南圏域移住者受入態勢

整備事業費 
3.9 

地域おこし協力隊ОＢ・ОＧや移住コー

ディネーター等と連携した移住者受け入

れの在り方検討、誘致企業と連携したワ

ーケーションの促進に取り組むことによ

り、移住者の受入態勢を構築 

沿岸広域振興局 
三陸水産加工業等支援事

業費 
3.1 

水産加工業の振興による雇用の確保・拡

大を図るため、中小企業基盤整備機構と

連携した経営改善への支援強化やＤＸ等

の専門人材の確保に向けた支援、飲食・

宿泊事業者など水産加工業の取引先等に

対する経営支援を実施 

県北広域振興局 

働くなら北いわて、暮ら

すなら北いわて推進事業

費 

4.0 

若者や女性が安心して働き子育てできる

環境整備を促進するとともに、若者の地

元就職や移住定住に向けた取組を支援 

 



② ＧＸの推進関連事業 

（単位：百万円） 

部局名 事業名 予算額 事業内容 

ふるさと振興部 
北いわてバイオマス資源

活用推進事業費 
1.9 

経済・環境循環モデルの確立に寄与する

持続的なビジネスモデルを構築するため

のセミナー等を実施 

ふるさと振興部 
海洋エネルギー関連産業

創出推進事業費 
16.6 

久慈市沖における海洋エネルギーを活用

した新産業創出のため、洋上風力発電の

事業化に向けて関係者との合意形成や釜

石市沖海洋再生可能エネルギー実証フィ

ールドにおける研究開発の支援を実施 

環境生活部 脱炭素化推進事業費 90.5 

脱炭素化に向けた推進体制を構築すると

ともに、家庭、産業・業務、運輸等の各

部門における温室効果ガス排出量削減の

取組を支援（補助率：定額、補助対象：

中小事業者等） 

環境生活部 
地球温暖化防止活動推進

センター事業費 
8.0 

温室効果ガス排出量の 2050 年度実質

ゼロに向けた県民運動の展開、岩手県地

球温暖化防止活動推進センターを拠点と

した普及啓発等を実施 

環境生活部 ＥＶ等普及促進事業費  104.0 

運輸部門の脱炭素の取組を推進するた

め、タクシー・バスのＥＶ、ＰＨＶ等の

導入に要する経費を補助（補助率：定額、

補助対象：民間事業者） 

環境生活部 
再生可能エネルギー導入

促進事業費 
138.8 

エネルギーの地産地消に向け、市町村の

自立・分散型エネルギーシステムの構築

に対する支援のほか民間事業者の自家消

費型の太陽光発電設備の導入に要する経

費を補助（補助率：定額、補助対象：市

町村、民間事業者） 

環境生活部 

再生可能エネルギー利用

発電設備導入促進資金貸

付金 

1,092.0 

省エネルギー設備や再生可能エネルギー

設備の導入促進のため、設備設置資金等

への低利融資を実施 

環境生活部 
水素利活用による再生可

能エネルギー推進事業費 
63.5 

水素の利活用に向けた普及啓発ととも

に、水素ステーション等の導入に要する

経費を補助（補助率：1/6、定額、補助

対象：民間事業者等） 



部局名 事業名 予算額 事業内容 

農林水産部 

森林・林業・木材産業グ

リーン成長総合対策事業

費（施設等整備事業費補

助） 

4,503.0 

カーボンニュートラルを見据えた森林・

林業・木材産業によるグリーン成長を実

現するため、木材加工施設や高性能林業

機械等の整備を支援（補助率：定額、補

助対象：市町村） 

農林水産部 

森林・林業・木材産業グ

リーン成長総合対策事業

費（林業機械リース支援

事業費補助） 

21.7 

カーボンニュートラルを見据えた森林・

林業・木材産業によるグリーン成長を実

現するため、リースによる高性能林業機

械等の導入を支援（補助率：定額、補助

対象：市町村） 

農林水産部 

森林・林業・木材産業グ

リーン成長総合対策事業

費(間伐・路網・再造林関

係) 

702.6 

木材搬出コストの低減や森林資源の持続

的な利用を促進するため、森林組合等が

実施する主伐から再造林の一貫作業等に

要する経費を補助（補助率：定額、補助

対象：森林組合等） 

農林水産部 
漁場等生産力発揮対策事

業費 
5.3 

漁場等が有する生産力を十分に発揮させ

るため、海藻養殖の増産に向けた技術開

発やウニの安定出荷に向けた取組を実施 

農林水産部 
地球温暖化適応品種開発

プロジェクト事業費 
14.9 

地球温暖化等に対応した持続的な農業生

産の実現を図るため、気候変動や環境保

全に対応した水稲、果樹、花き等の品種

を開発 

農林水産部 
環境と共生する産地づく

り確立事業費 
121.7 

環境保全に効果の高い営農活動を進める

ため、化学合成農薬・化学肥料を低減し

た栽培技術の導入等を支援（補助率：1/4

等、補助対象：農業者等） 

農林水産部 

いわてみどりの食料シス

テム戦略推進事業費（い

わてみどりの食料システ

ム戦略推進事業費補助） 

28.1 

「みどりの食料システム戦略」に基づく

持続可能な農業を推進するため、栽培体

系のグリーン化や有機農業の導入等を支

援するほか、新たに国際水準ＧＡＰの取

組を支援（補助率：定額、補助対象：協

議会等） 

農林水産部 
環境負荷軽減型自給飼料

生産拡大支援事業費 
16.1 

環境負荷の軽減に資する飼料生産を推進

するため、堆肥を有効活用した草地改良

の取組を実証 

農林水産部 森林整備事業費補助 526.0 
森林の有する多面的機能を持続的に発揮

させるため、市町村等が実施する森林経



部局名 事業名 予算額 事業内容 

営計画の認定森林等における再造林や間

伐等に要する経費を補助（補助率：4/10

等、補助対象：市町村等） 

農林水産部 林道整備事業費 1,731.6 

森林資源の適切な管理と林業生産性の向

上による木材の安定供給を図るため、幹

線となる林道の開設や改良等を推進 

農林水産部 水産環境整備事業費 125.0 

水産環境の改善と漁場生産力の回復を図

るため、水産生物の産卵・生息等の場と

なる藻場を造成 

農林水産部 
いわて木づかい住宅普及

促進事業費 
87.0 

県産木材の利用を促進するため、県産木

材を使用した住宅新築やリフォームに要

する経費を補助（ＪＡＳ材の活用等を対

象に上乗せ補助）（補助額：使用材積に

応じて 150 千円～、補助対象：施主） 

農林水産部 
いわての木があふれる空

間づくり事業費 
15.1 

県産木材利用の普及を図るため、多くの

県民が利用する民間商業施設等の県産木

材による木造化、木質化、木製品導入に

要する経費を補助（補助率：定額、補助

対象：県内に本店がある民間事業者） 

農林水産部 
木造建築設計技術者等育

成・需要拡大事業費 
3.0 

県産木材の新たな需要創出を図るため、

県産木材活用住宅等のＰＲ、木造建築設

計技術者等の養成、木造建築アドバイザ

ーによる技術指導等を実施 

農林水産部 
需要創出・販路拡大事業

費 
5.4 

県産木材の販路拡大を図るため、全国規

模の木材製品展示商談会への出展支援や

県産木材の利用促進を働きかけるＰＲイ

ベント等を実施 

農林水産部 
いわてブランド米品種開

発推進事業費 
1.7 

県産米の市場優位性を確立するため、市

場ニーズに対応するとともに、本県の気

象条件に適し、優れた特性を持つ、県オ

リジナル水稲新品種を開発 

農林水産部 
県民参加の森林づくり促

進事業費 
30.1 

県民の森林づくりへの参加促進と森林保

全への理解醸成を図るため、県民による

森林環境保全活動を支援（補助率：

10/10 等、補助対象：ＮＰＯ法人等） 



部局名 事業名 予算額 事業内容 

農林水産部 
水産多面的機能発揮対策

事業費 
4.1 

藻場・干潟等が有する水産資源の保護・

培養や水質浄化等の多面的機能の維持・

発揮のため、漁業者等が行う藻場・干潟

等の保全活動を支援 

農林水産部 
いわて環境の森整備事業

費 
836.9 

森林の持つ公益的機能を持続的に発揮さ

せるため、公益上重要な森林において、

針葉樹と広葉樹の混交林化を進める強度

間伐や伐採跡地への植栽のほか、森林整

備に必要な作業道の開設や気象被害を受

けた森林の整備等を支援（補助率：

10/10 等、補助対象：林業事業体等） 

農林水産部 
木質バイオマス熱電利用

促進事業費 
2.0 

木質バイオマスの利用を促進するため、

フォーラムの開催による普及啓発やコー

ディネーターの派遣による技術指導のほ

か、「熱電併給システム」の普及に向け

た研修会等を実施 

農林水産部 
いわてみどりの食料シス

テム戦略推進事業費補助 
50.5 

地域の再生エネルギー資源を活用した地

域循環型エネルギーシステムの構築を図

るため、営農型太陽光発電のモデル的取

組を支援（補助率：定額、補助対象：市

町村） 

県土整備部 
住宅ストックリノベーシ

ョン事業費 
12.8 

県産木材を活用した岩手型住宅などの良

質な住宅ストックの形成を支援 

また、市町村の「空き家バンク」の利活

用の促進に向け、職員研修会を開催 

県土整備部 
いわて住まいのカーボン

ニュートラル推進事業費 
19.2 

住宅部門からの温室効果ガスの削減と県

民の居住環境の改善を図るため、県内建

築事業者への技術支援及び既存住宅の省

エネ化に対する補助を実施（補助率：定

額、補助対象：住宅の所有者） 

県土整備部 港湾施設改良事業費 100.0 
港湾脱炭素化推進計画の策定及び港湾に

おける長寿命化のための施設修繕を実施 

教育委員会 校舎大規模改造事業費 1,061.6 

生徒が安全で安心して学べる教育環境を

整備するため、高等学校の校舎改修を実

施 

 



③ ＤＸの推進関連事業 

（単位：百万円） 

部局名 事業名 予算額 事業内容 

政策企画部 
いわて県政広報事業費

(広聴広報デジタル強化) 
2.0 

より効果的な広聴広報を展開するため、

SNS（LINE）を活用した情報発信や県民

へのアンケート等を実施 

総務部 
電子決裁・文書管理シス

テム運営費 
18.8 

働き方改革や適正な文書管理の推進のた

め、電子決裁・文書管理システムの運用

保守を実施 

総務部 
県税業務デジタル化推進

整備事業費 
316.3 

県税システムを再構築しデジタル化の推

進により業務の効率化を実施 

復興防災部 復興防災ＤＸ推進事業費 3.4 

災害対応力を強化するため、市町村及び

消防本部における避難誘導や捜索活動な

どへのドローン利用を促進するととも

に、本県の災害対応力の向上に資するＤ

Ｘの調査研究を実施 

ふるさと振興部 
科学技術普及啓発推進事

業費 
4.8 

Society5.0 に向けた機運を醸成するた

め、科学・情報通信技術がもたらす未来

社会を幅広い層の県民に実感してもらう

場として、科学・情報通信技術を総合的

に紹介する展示やセミナー等を追加した

普及啓発イベントを開催 

ふるさと振興部 
北いわてプラチナシティ

推進事業費 
7.4 

中山間地域における快適な社会の形成の

ため、民間企業と連携した新サービスを

展開するなど、産学官連携のコンソーシ

アムを中心に、市町村の先進的な取組の

横展開や大学の先端技術を生かした北い

わての産業振興と社会づくりを一体的に

推進する取組を実施 

ふるさと振興部 
交通系 ICカードシステム

整備費補助 
60.9 

公共交通の利用促進を図るため、交通系

ICカードシステムの整備に要する経費を

補助（補助率：定額、補助対象：乗合バ

ス事業者） 

ふるさと振興部 いわてデジタル化推進費 52.0 

デジタル社会の実現に向け、産学官金が

連携した DX の取組の推進、デジタル人

材の確保・育成等を実施するとともに、

新たに、行政ＤＸの推進に向け、データ



部局名 事業名 予算額 事業内容 

利活用やオープンデータ化の取組を実施 

ふるさと振興部 
市町村行政デジタル化支

援事業費 
1.6 

自治体ＤＸの着実な推進に向け、市町村

が各種手続のオンライン化により、住民

サービスの向上を図る取組を支援 

ふるさと振興部 
ローカル 5G 等情報通信

技術活用促進事業費 
12.4 

ローカル５Ｇ等を活用した地域課題解決

モデルの横展開等を実施するとともに、

本県における５Ｇ整備促進及び情報通信

技術の利活用促進に向けた取組を実施 

ふるさと振興部 
携帯電話等エリア整備事

業費補助 
9.5 

携帯電話の利用可能地域の拡大を促進す

るため、市町村が実施する基地局整備に

要する経費の補助を実施（補助率：1/2、

補助対象：市町村） 

ふるさと振興部 
ドローン技術社会実装促

進事業費 
6.9 

地域課題を分析し、ドローンを活用した

解決策を検討するとともに、これまで岩

泉町をモデル地区に進めてきたドローン

物流と組み合わせた運用体制を確立し、

企業や地元市町村等を主体とした社会実

装の実現を目指す取組を実施 

ふるさと振興部 
いわて戦略的ＤＸ・ＧＸ

等研究開発推進事業費 
41.5 

ＤＸやＧＸにおける将来有望な研究シー

ズの育成や事業化に結び付く研究開発の

支援を実施 

ふるさと振興部 

庁内基幹業務システム整

備事業費 

（※ 総務部からの移管

事業） 

13.0 

業務の変革に向け、基幹業務システムの

最適化のための環境整備や調査・分析等

を実施 

ふるさと振興部 

電子県庁運営費 

（※ 総務部からの移管

事業） 

595.5 

業務の効率化を推進し、柔軟な働き方の

実現に向け、職員のテレワークのための

環境整備や庁内情報システムの運用保守

等を実施 

文化スポーツ部 
文化芸術イベント等映像

配信事業費 
3.7 

県内文化芸術の魅力を発信するため、デ

ジタル技術を活用し、「岩手芸術祭」等

文化芸術関係イベントの映像配信等を実

施 

文化スポーツ部 
いわての文化国際交流推

進事業費 
6.5 

本県の文化資源を生かした映像による国

内外への情報発信や、「マンガ」を活用

した海外との文化交流を実施 



部局名 事業名 予算額 事業内容 

文化スポーツ部 
ソフトパワーいわて戦略

推進事業費 
13.9 

国内外で注目度が高い「マンガ」を活用

し、伝統芸能、工芸、食文化など本県の

魅力を発信 

文化スポーツ部 
スポーツアナリティクス

サポート事業費 
6.0 

本県選手の競技力向上を図るため、映像

データの活用を支援し、コーチングする

指導者を発掘・養成するとともに、効率

的かつ効果的な指導の普及を実施 

保健福祉部 
健幸づくりプロジェクト

推進費 
10.0 

医療等ビッグデータの分析結果等を活用

し、市町村支援や県民への情報発信等を

実施 

保健福祉部 
小児科救急医療体制整備

事業費 
35.8 

小児救急医療体制を確保するため、連携

支援システムの運営、電話相談等の委託

及び受入体制整備に対する補助を実施

（補助率：10/10、補助対象：盛岡赤十

字病院、盛岡医療センター） 

保健福祉部 遠隔医療設備整備費補助 16.8 

遠隔医療の実施に必要な設備整備に要す

る経費を補助（補助率：定額、補助対象：

医療機関等） 

保健福祉部 
いわて医療情報ネットワ

ーク運営費 
50.1 

医療サービスの質を確保するとともに、

医療資源の不足や地域偏在の是正を図る

ため、いわて医療情報ネットワークの運

営を実施 

保健福祉部 
介護ロボット等導入支援

事業費 
154.8 

新型コロナウイルス感染症対応で業務負

荷が増えている介護職員の更なる負担軽

減や業務効率化を図るため、介護ロボッ

ト等の導入に係る経費を補助（補助率：

定額、補助対象：介護施設・事業所） 

商工労働観光部 
ＡＩ人材育成・社会実証

強化事業費 
5.7 

高度なＡＩ人材の確保・育成に向けて、

体系的・専門的な人材育成講座や起業促

進の取組を展開するとともに、ＡＩ技術

の利活用に向けた社会実証を推進（補助

率：定額、補助対象：県内高等教育機関） 

商工労働観光部 
北上川バレーＤＸ推進・

高度人材確保促進事業費 
103.0 

北上川流域の産業の高度化・高付加価値

化に向けて、ものづくり企業のデジタル

技術導入・活用支援や高度人材の育成・

確保、ＩＴ企業と県内ものづくり企業と

の取引促進等の取組を推進（補助率：定



部局名 事業名 予算額 事業内容 

額、補助対象：（公財）いわて産業振興

センターなど） 

商工労働観光部 
デジタルリスキリング推

進事業費 
7.5 

企業のＤＸを推進するため、デジタルリ

スキリングプログラムの実施によりデジ

タル人材等を育成 

商工労働観光部 
中小企業デジタル化支援

ネットワーク事業費 
2.6 

中小企業のデジタル化に向けて、商工指

導団体や産業支援機関等が相互に連携し

て相談対応力を高めながら、ニーズの掘

り起こしから各種支援策のマッチング等

まで、伴走型による支援を実施（補助率：

定額、補助対象：（公財）いわて産業振

興センター） 

商工労働観光部 
中小企業ＤＸ導入推進事

業費 
4.7 

中小企業のデジタル化を推進するため、

普及啓発セミナーの開催や商工指導団体

職員等を対象とした研修会を開催 

商工労働観光部 
情報関連産業競争力強化

事業費 
2.8 

デジタル化を支えるＩＴ産業の成長を促

進するため、県内外企業との取引拡大、

産学官の連携強化、高度ＩＴ人材育成等

の取組を一体的に推進（補助率：定額、

補助対象：（公財）いわて産業振興セン

ターなど） 

商工労働観光部 
ものづくりＤＸシステム

導入支援強化事業費 
14.1 

県内ものづくり企業のＤＸを推進するた

め、県工業技術センターを活用し、高度

デジタル技術者の育成、デジタル技術に

よる生産の高度化などの重点的な企業支

援や共同研究を通じて、モデル事例の創

出を推進 

商工労働観光部 
買うなら岩手のものＥＣ

ビジネス展開事業費 
3.2 

デジタル技術を活用した地域産業の振興

を図るため、海外ＥＣサイトを活用した

県産品の販路拡大を支援 

商工労働観光部 
いわての新しい観光推進

体制整備事業費 
48.8 

地域が一体となり、観光で稼ぎ、潤う地

域づくりを進めるため、データ分析やマ

ーケティングを活用した観光コンテンツ

の造成や戦略的にプロモーションを行う

体制を整備 

農林水産部 
水田フル活用農業高度化

プロジェクト事業費 
6.4 

水田を活用した収益性の高い農業を確立

するため、主食用米から野菜等への作付



部局名 事業名 予算額 事業内容 

転換を促進するとともに、施設野菜の環

境制御技術の習得に向けた取組等を支援 

農林水産部 
データ駆動型農業推進事

業費 
10.1 

収益性の高い農業の実現と労働力不足の

克服を図るため、データ駆動型農業技術

の開発・実証や普及推進体制の構築に向

けた取組を推進 

農林水産部 スマート林業推進事業費 2.5 

県全域でのスマート林業の実装を促進す

るため、ＧＩＳやドローン等のスマート

林業技術を的確に活用できる人材を育成 

農林水産部 
森林クラウドシステム整

備事業費 
39.4 

最新の森林情報を関係者間で共有できる

森林クラウドシステムの利活用を促進す

るため、関連データの整備や利用者を対

象とした操作研修会等を実施 

農林水産部 
森林資源デジタル管理推

進対策事業費補助 
61.4 

効率的な森林管理等の実現を図るため、

レーザ計測により森林資源情報を高精度

に把握・分析する取組等に要する経費を

補助（補助率：定額、補助対象：市町村） 

農林水産部 
さけ、ます海面養殖イノ

ベーション推進事業費 
3.3 

サケ・マス類の海面養殖の振興を図るた

め、ＩＣＴ機器の導入による稚魚の効率

的な生産体制の構築や県産オリジナルの

海面養殖用種苗の開発を推進 

農林水産部 
経営体育成基盤整備事業

費 
2,643.1 

地域の中心となる経営体の育成を図るた

め、ほ場の大区画化や排水改良などの生

産基盤の整備と担い手への農地集積を一

体的に推進 

農林水産部 松くい虫等防除事業費 167.5 

松林及び広葉樹林を松くい虫及びナラ枯

れ被害から守るため、松くい虫等防除監

視員の設置による被害監視等の取組を推

進するとともに、市町村が実施する駆除

等の防除対策を支援（補助率：3/4、補

助対象：市町村等） 

農林水産部 
いわて農林水産物ＤＸ販

路開拓戦略推進事業費 
20.9 

ＤＸ等を活用した県産農林水産物の販路

開拓・拡大を進めるため、マーケティン

グに基づく販路開拓・拡大戦略を策定す

るとともに、ＥＣサイトを積極的に活用

できるデジタル人材の育成等を実施 



部局名 事業名 予算額 事業内容 

農林水産部 
日本一の美味しいお米の

国づくり推進事業費 
53.0 

県オリジナル水稲品種を核とした県産米

のブランド確立に向けて、高品質・良食

味安定生産の推進、販路の開拓、米消費

拡大及び消費者の評価・認知度の向上の

取組を実施 

県土整備部 建設ＤＸ推進事業費補助 15.0 

ＩＣＴ機器等や事務管理業務へのＤＸを

導入する建設企業等に対し導入経費を補

助（補助率：1/2・定額、補助対象：建

設企業等） 

教育委員会 
社会教育デジタル活用推

進事業費 
35.1 

県民が生涯を通じて学習を継続し、その

成果を社会に役立てることができるよ

う、ICT を活用した学習環境づくりを推

進 

教育委員会 
遠隔教育ネットワーク構

築事業費 
4.8 

中山間地域の小規模校における生徒のニ

ーズに応じた質の高い教育の充実を図る

ため、総合教育センターから小規模校へ

の教育課程内での授業配信を実施 

教育委員会 
学校教育ＩＣＴ活用促進

事業費 
82.5 

県と市町村が連携して学校教育における

情報化を推進するため、ＧＩＧＡスクー

ル運営支援センターの運営のほか、新た

に学校ＤＸ支援リーダーの配置、全県統

一の統合型校務支援システムの構築を実

施 

教育委員会 
探究・ＳＴＥＡМ 教育推

進事業費 
16.4 

文理の枠を超えた学びを通じて、高校生

の理数分野への興味・関心をかん養する

とともに、理数系人材やデータを収集・

分析・利活用できる人材の輩出を加速す

るため、探究的な学習を STEAM の視点

から深める取組を推進 

教育委員会 
６０プラスプロジェクト

推進事業費 
2.3 

運動習慣、食習慣及び生活習慣の改善等

の一体的な取組を推進し、ＩＣＴ機器等

を活用した保健管理、保健教育等に関す

る調査研究を実施 

警察本部 

ドローンの利活用による

警察活動の高度化推進事

業費 

2.5 

変容する社会情勢に対応するため、先端

技術(ドローン)の実装による現場警察活

動の高度化・効率化を推進 

盛岡広域振興局 みらいもりおかＤＸ推進 5.3 県内企業のデジタル化を促進するため、



部局名 事業名 予算額 事業内容 

事業費 ＩＴ関連企業と商業・サービス業など多

様な産業とのマッチングや相互交流によ

りＩＴ関連企業の取引拡大や技術力向上

等を促進するほか、スマート農業技術の

導入により労働生産性の向上を推進 

県南広域振興局 
北上川流域生産性向上対

策事業費 
7.0 

ＩｏＴやＡＩ等の新技術の導入支援や普

及拡大、人材の育成・確保等、技術力・

生産性向上に向けた取組を実施 

 



④ 安全・安心な地域づくり関連事業 

（単位：百万円） 

部局名 事業名 予算額 事業内容 

復興防災部 
災害マネジメントサイク

ル推進事業費 
7.6 

震災や台風災害等からの復旧・復興を進

める中で得られた教訓・知見を踏まえ、

応急対応フェーズから復旧・復興フェー

ズへの円滑な移行に資する仕組みづくり

のため、「災害マネジメントサイクル」

を推進 

復興防災部 
地震・津波対策緊急強化

事業費 
120.7 

本県最大クラスの津波被害想定を踏まえ

た沿岸市町村が行う避難対策や自主防災

組織の育成・活性化など、犠牲者ゼロを

目指す取組に要する経費を補助（補助

率：1/2・2/3、補助対象：市町村） 

また、津波避難対策の向上に向けた実証

実験を実施 

復興防災部 
個別避難計画作成支援事

業費 
1.2 

災害発生時に高齢者や障がい者などの避

難行動要支援者への避難支援が迅速かつ

的確に行われるよう、市町村における個

別避難計画の作成を支援 

復興防災部 自主防災組織強化事業費 5.5 

自主防災組織の活性化を図るため、自主

防災組織におけるリーダーの育成や地域

防災サポーターの派遣等を実施 

復興防災部 火山防災対策費 3.8 

常時観測火山である岩手山、秋田駒ケ岳、

栗駒山の火山活動を継続して観測調査を

行うとともに、避難確保計画の作成を促

進するため、説明会の開催やモデルとな

る計画の作成等を実施 

復興防災部 消防力強化事業費 7.5 

消防団の充実強化や団員確保のため、岩

手県消防協会が行う事業に対する補助

（補助率：定額、補助対象：県消防協会）。

また、団員確保に向けた全県的な広報活

動を実施 

復興防災部 防災危機管理費 2.1 

実効性のある防災体制を構築するため、

県・市町村における防災担当職員等の資

質向上を図る研修等を実施 



部局名 事業名 予算額 事業内容 

復興防災部 
広域防災拠点設備等整備

費 
16.3 

大規模災害に備えた防災体制を構築する

ため、広域防災拠点への食料等の備蓄及

び広域防災拠点配置計画等の見直しを実

施 

復興防災部 通信施設管理費 134.4 

災害情報の効果的な収集及び伝達体制を

確保するため、地域衛星通信ネットワー

クを運用するとともに、荒天時にも強い

次世代システムに更新 

復興防災部 総合防災訓練費 7.0 

県、市町村、防災関係機関及び地域住民

の相互の協力体制の確立と、地域住民の

防災意識の高揚を図るため、総合防災訓

練を実施 

復興防災部 
犯罪のない安全・安心ま

ちづくり推進事業費 
1.4 

県民の防犯意識の高揚と地域における防

犯活動を促進するため、普及啓発や自主防

犯団体の活動支援等を実施するとともに、

今後の犯罪被害者支援のあり方を検討 

復興防災部 
性犯罪等被害者支援事業

費 
10.8 

性犯罪・性暴力被害者の心身の負担軽減、

被害の潜在化防止等を図るため、関係機

関と連携し、医療、相談、法的支援等の

総合的な支援を実施 

復興防災部 交通安全指導費 26.5 

交通事故防止や交通安全意識の醸成を図

るため、「正しい交通ルールを守る県民

運動」を推進するほか、市町村交通指導

員設置に要する経費を補助（補助率：

1/2、補助対象：市町村） 

自転車の安全で適正な利用を促進するた

めの取組を実施 

保健福祉部 分娩前感染症検査費補助 7.3 

妊婦がかかりつけ医と相談し、検査を希

望する場合に、分娩前ＰＣＲ検査を受け

るための費用を支援（補助率：定額、補

助対象：妊婦） 

保健福祉部 
感染症予防費（ＰＣＲ検 

査、入院措置） 
3,192.9 

医療機関等のＰＣＲ検査料や新型コロナウ

イルス感染症患者の入院医療費等を負担 

保健福祉部 
結核・感染症サーベイラ

ンス事業費 
227.9 

行政検査体制の充実を図るため、県環境

保健研究センター用の新型コロナウイル

ス検査資器材等を購入 



部局名 事業名 予算額 事業内容 

保健福祉部 
感染症等健康危機管理体

制強化事業費 
9.1 

新型コロナウイルス感染症による健康危

機管理に迅速・適切に対応するための疫

学専門チームを派遣するとともに、クラ

スター対策の研修会等を実施 

保健福祉部 

新型コロナウイルス感染

症入院施設等確保事業費

補助 

15,475.4 

新型コロナウイルス感染症患者用の病床

を確保する医療機関に対し病床確保に要

する経費を補助（補助率：定額、補助対

象：新型コロナウイルス感染症患者入院

医療機関等） 

保健福祉部 
地域外来・検査センター

整備事業費 
31.4 

ＰＣＲ検査等を実施する地域外来・検査

センターを設置 

保健福祉部 

新型コロナウイルス感染

症軽症者等宿泊療養事業

費 

5,568.8 

軽症の新型コロナウイルス感染症患者の

宿泊療養施設を確保するとともに、有症

状者の受診相談などに対応するコールセ

ンターを設置・運営 

保健福祉部 
新型コロナウイルス感染

症医療従事者宿泊費補助 
47.3 

新型コロナウイルス感染症への対応によ

り、帰宅が困難な医療従事者のための宿

泊施設を借り上げる医療機関に対し、借

上げに要する経費を補助（補助率：定額、

補助対象：新型コロナウイルス感染症患

者入院医療機関等） 

保健福祉部 
災害派遣福祉チーム派遣

体制強化事業費 
6.2 

災害時に要配慮者の支援を行う「災害派

遣福祉チーム」の派遣体制を強化するた

め、チーム員の養成及びスキルアップ研

修を行うほか、災害時の派遣調整等を行

うコーディネーターを配置 

保健福祉部 妊産婦訪問支援事業費 0.5 

新型コロナウイルス感染症の影響により 

健康面や出産後の育児などに不安を感じ

支援を希望する妊産婦に対し、助産師等

が訪問等を行い、地域において健やかな

育児ができるよう支援 

保健福祉部 肝炎総合対策推進事業費 114.3 

肝疾患治療の効果的推進のため、患者に

対する医療費助成を行うほか、肝炎ウイ

ルス感染者の早期発見・早期治療の取組

を実施 



部局名 事業名 予算額 事業内容 

保健福祉部 感染症対応人材育成費 1.9 

新型コロナウイルス感染症等に対応でき

る人材（ＩＨＥＡＴ）を育成するための

研修等を実施 

保健福祉部 

新型コロナウイルス感染

症ＰＣＲ検査促進等事業

費 

903.3 

感染拡大の傾向がみられる場合に、県か

らの要請により検査事業者が実施する検

査に要する費用を補助（補助率：定額、

補助対象：検査事業者） 

保健福祉部 
新型コロナウイルスワク

チン接種体制確保事業費 
2,979.2 

新型コロナウイルスワクチンの接種のた

めに必要な体制を確保 

保健福祉部 
予防接種センター機能推

進事業費 
2.4 

新たな感染症の発生に対応するため、医

療機関・市町村等関係機関の連携による

ワクチン接種体制を確保 

農林水産部 
鳥獣被害防止総合対策事

業費 
312.6 

野生鳥獣による農作物被害を防止するた

め、有害捕獲や電気柵等の侵入防止柵の

設置などを支援するとともに、食肉加工

を目的とするニホンジカの放射性物質検

査を実施（補助率：定額等、補助対象：

協議会等） 

農林水産部 
有害鳥獣捕獲等強化支援

事業費 
24.0 

野生鳥獣による農作物被害防止対策を強

化するため、広域捕獲活動を実施 

農林水産部 
団体営農村地域防災減災

事業費補助 
127.0 

効果的な防災・減災対策を講じるため、

ハザードマップ作成や利用実態のない農

業用ため池の廃止に要する経費を補助

（補助率：定額、事業主体：市町村） 

農林水産部 農村地域防災減災事業費 1,132.0 

施設の機能回復や災害の未然防止のた

め、地域の実情に即した農業用施設の整

備や保全等を総合的に実施 

農林水産部 治山事業費 1,309.3 
山地災害から県民の生命・財産を守るた

め、治山施設を整備  

農林水産部 漁港施設機能強化事業費 161.0 
高波や地震・津波に備えた漁港機能の強

化を図るため、防波堤・護岸等を整備 

農林水産部 
強い水産業づくり交付金

事業費 
25.3 

漁業地域の防災力向上を図るため、漁船避

難ルールづくりや水産業ＢＣＰ（業務継続

計画）の策定支援、避難路の整備を実施 



部局名 事業名 予算額 事業内容 

農林水産部 海岸高潮対策事業費 358.2 
津波や高潮による被害を防止するため、

海岸保全施設の整備を実施 

県土整備部 河川整備基本方針策定費 271.6 

河川法で定める河川整備基本方針、河川

整備計画策定及び新規河川改修事業の導

入に資する調査等を実施 

県土整備部 河川改修事業費 2,470.6 

洪水被害の防止・軽減を図るため、浸水

被害が生じるおそれのある河川の改修等

を実施 

県土整備部 砂防事業費 650.5 
土石流による被害を防止するため、砂防

堰堤等の整備を実施 

県土整備部 総合流域防災事業費 835.0 

土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区

域等の指定に要する基礎調査及び繰り返

し基礎調査を実施 

県土整備部 地すべり対策事業費 32.8 

地すべり防止区域内における土砂災害発

生防止のため、集水井工や鋼管杭工など

の地すべり対策を実施 

県土整備部 急傾斜地崩壊対策事業費 219.0 
急傾斜地の崩壊による被害を防止するた

め、擁壁等の整備を実施 

県土整備部 
がけ崩れ危険住宅移転促

進事業費補助 
2.8 

土砂災害特別警戒区域内からの住宅移転

等に要する経費の一部を補助（補助率：

定額、補助対象：住宅移転者） 

県土整備部 水防警報施設整備事業費 80.0 

河川の水位状況を把握し、水防団及び住

民に水位計や雨量計等のデータを情報提

供する水防警報施設の管理を実施 

県土整備部 堰堤改良事業費 217.0 
ダムの効用の継続的な発現のため、大規

模かつ緊急性の高い設備改良などを実施 

県土整備部 
がけ地近接危険住宅移転

事業費補助 
6.5 

災害危険区域内にある既存不適合住宅の

移転に要する経費の一部を補助（補助

率：1/4、補助対象：市町村） 

県土整備部 河川等災害復旧事業費 9,558.6 
被災した河川、道路等の公共土木施設の

災害復旧を実施 



部局名 事業名 予算額 事業内容 

県土整備部 橋りょう補強事業費 30.0 

災害に強く信頼性の高い道路ネットワー

クを確保するため、緊急輸送道路の橋り

ょうの耐震補強を実施 

県土整備部 道路災害防除事業費 373.4 
災害に強く信頼性の高い道路ネットワー

クを確保するため、道路防災対策等を実施 

県土整備部 凍雪害対策事業費 353.5 

冬期間の安全で円滑な交通の確保するた

め、消雪工や防雪柵による防雪対策、堆

雪帯整備等による凍雪害防止対策を実施 

県土整備部 交通安全施設整備事業費 809.0 

道路利用者の安全な通行を確保するた

め、歩道の整備に向けた調査や交通安全

施設の整備等を実施 

県土整備部 地域連携道路整備事業費 5,632.8 

災害に強く信頼性の高い道路ネットワー

クを構築するため、緊急輸送道路などの

整備を実施 

県土整備部 地域道路整備事業費 179.0 

局部的な隘路箇所の整備を実施するとと

もに、効果的な事業導入及び効率的な事

業展開を図るため、必要な調査や設計を

実施 

県土整備部 
道路・河川等維持管理事

業費 
9,640.2 

道路や河川などの社会資本の長寿命化及

び安全性・信頼性の確保を図るため、計

画的な維持管理を推進 

県土整備部 道路環境改善事業費 12,943.7 

生活を支える安全・安心な道路ネットワ

ークを確保するため、橋りょうの耐震化

等の道路防災対策、歩道や道の駅等の整

備、橋りょう等の道路施設の修繕等を実

施 

県土整備部 港湾施設改良事業費 100.0 
港湾脱炭素化推進計画の策定及び港湾に

おける長寿命化のための施設修繕を実施 

県土整備部 都市防災総合推進事業費 99.1 

宅地造成及び特定盛土等規制法に基づ

き、新たに宅地造成等工事規制区域及び

特定盛土等規制区域を指定するための基

礎調査を実施 

教育委員会 学校安全総合支援事業費 5.5 

児童生徒の安全に関する資質・能力の育

成のため、学校・家庭・地域・関係機関

が連携し、防災教育及び安全教育の取組

を実施 



部局名 事業名 予算額 事業内容 

教育委員会 
いわての復興教育推進事

業費 
53.2 

「いわての復興教育プログラム」に基づ

き全県的な復興教育を推進するととも

に、「いわての復興教育」副読本や絵本

の英語版により国内外に復興教育を発信 

 



（３） 県北・沿岸圏域の主な振興対策事業 

 （単位：百万円） 

施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

共通 
ふるさと振

興部 

新しい三陸復興の

かけ橋推進費 
1.4 

首都圏を中心とした県内外の企業等と沿

岸地域との連携強化、交流拡大を図るた

め、復興支援マッチングや関係性の強化、

復興関連情報の発信を実施 

 
ふるさと振

興部 

海洋研究学びの場

創出推進事業費 
1.5 

次代の海洋科学技術を担う人材を育成す

るため、三陸沿岸地域の子ども達に調査船

特別公開や特別授業等の最先端の海洋研

究に触れる機会を提供 

 
ふるさと振

興部 

北いわてプラチナ

シティ推進事業費 
7.4 

中山間地域における快適な社会の形成の

ため、民間企業と連携した新サービスを展

開するなど、産学官連携のコンソーシアム

を中心に、市町村の先進的な取組の横展開

や大学の先端技術を生かした北いわての

産業振興と社会づくりを一体的に推進す

る取組を実施 

 
ふるさと振

興部 

三陸鉄道強化促進

協議会負担金 
16.3 

三陸鉄道㈱の持続的な運営を支援するた

め、関係市町村と連携した利用促進に加

え、沿線地域の魅力発信と誘客拡大のため

の事業を実施 

 
ふるさと振

興部 

活力ある小集落支

援推進事業費 
3.1 

地域コミュニティの担い手不足解消のた

め、特定地域づくり事業協同組合を活用し

た農業者等の支援をするもの 

 
ふるさと振

興部 

北いわてバイオマ

ス資源活用推進事

業費 

1.9 

経済・環境循環モデルの確立に寄与する持

続的なビジネスモデルを構築するための

セミナー等を実施 

 
ふるさと振

興部 

海洋エネルギー関

連産業創出推進事

業費 

16.6 

久慈市沖における海洋エネルギーを活用

した新産業創出のため、洋上風力発電の事

業化に向けて関係者との合意形成や釜石

市沖海洋再生可能エネルギー実証フィー

ルドにおける研究開発の支援を実施 

 
ふるさと振

興部 

科学技術振興推進

費 
3.2 

岩手発のイノベーションの推進に向け、関

係機関による推進体制の強化や研究プロ

ジェクト創出に向けた取組の推進、産学官

金のマッチング支援を実施 



施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 
ふるさと振

興部 

ドローン技術社会

実装促進事業費 
6.9 

地域課題を分析し、ドローンを活用した解

決策を検討するとともに、これまで岩泉町

をモデル地区に進めてきたドローン物流

と組み合わせた運用体制を確立し、企業や

地元市町村等を主体とした社会実装の実

現を目指す取組を実施 

 
ふるさと振

興部 

新しい三陸振興推

進費 
5.1 

三陸地域の総合的な振興を図るとともに、

「防災を学習する場」として持続的に学習

できる地域とする仕組みの構築などを通

じて、震災の教訓や三陸の多様な魅力を発

信する取組を実施 

 
文化スポー

ツ部 

復興の絆を活かし

た文化芸術による

次世代育成事業費 

7.8 

東日本大震災津波からの復興の絆を活か

し、優れた文化芸術に親しむ機会の充実、

発表機会の拡大、人的交流・文化的交流、

子どもたちが触れ合う機会を創出 

 
文化スポー

ツ部 

地域活性化スポー

ツ推進事業費 
20.2 

スポーツを通じた地域活性化を図るため、

「いわてスポーツコミッション」によるス

ポーツイベント・合宿等の誘致や、トッ

プ・プロスポーツチームとの連携による県

民のスポーツ参加機会の充実等に向けた

取組を実施 

 
文化スポー

ツ部 

世界遺産保存活用

事業費 
10.5 

県内の３つの世界遺産「平泉」、「橋野鉄

鉱山」及び「御所野遺跡」の保存活用の取

組を実施 

 環境生活部 
自然公園施設整備

事業費 
122.3 

自然とのふれあいを促進するため、優れた

自然環境を有する国立・県立自然公園等の

登山道や遊歩道の改修等を実施（補助率：

1/2、補助対象：市町村） 

中小企

業の振

興 

県土整備部 
建設業総合対策事

業費補助 
11.9 

社会資本の整備・維持の担い手である地域

の建設企業が存続できるような環境づく

りのための経営改善や、若者や女性が働き

やすい環境整備に要する経費を補助（補助

率：1/2・定額、補助対象：（一財）岩手

県建設業協会、建設企業） 

 県土整備部 
建設ＤＸ推進事業

費補助 
15.0 

ＩＣＴ機器等や事務管理業務へのＤＸを

導入する建設企業等に対し導入経費を補

助（補助率：1/2・定額、補助対象：建設

企業等） 



施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 
沿岸広域振

興局 

三陸水産加工業等

支援事業費 
3.1 

水産加工業の振興による雇用の確保・拡大

を図るため、中小企業基盤整備機構と連携

した経営改善への支援強化やＤＸ等の専

門人材の確保に向けた支援、飲食・宿泊事

業者など水産加工業の取引先等に対する

経営支援を実施  

交流人

口の拡

大 

ふるさと振

興部 

いわて花巻空港利

用促進事業費 
119.8 

いわて花巻空港の航空需要の回復を図る

ため、国内線の利用促進等のほか、国際線

の早期運航再開や安定的な運航などに向

けた取組を推進するとともに、国際線を活

用した県北・沿岸地域へのインバウンド誘

客拡大の取組を実施 

 環境生活部 
三陸ジオパーク推

進強化事業費 
7.5 

ジオパークを活用した地域振興を図るた

め、三陸ジオパーク推進協議会等と連携

し、三陸ジオパークの魅力発信や認定ガイ

ドの育成等を推進する取組を実施 

 
商工労働観

光部 

県北広域産業力強

化促進事業費補助 
11.8 

県北広域において、生産性・技術力向上に

取り組む企業に対する市町村の補助に要

する経費の一部を補助（補助率：１/２、

補助対象：市町村） 

 
商工労働観

光部 

三陸観光地域づく

り推進事業費 
19.4 

三陸ＤＭＯセンターと連携し、三陸地域の

特色を生かした観光地域づくりと、観光情

報の発信や観光資源を生かした周遊型滞

在の仕組みづくりを推進 

 
商工労働観

光部 

陸前高田オートキ

ャンプ場プロモー

ション事業費 

12.1 

陸前高田オートキャンプ場の再開に伴い、

関係機関等と連携して、誘客促進のための

プロモーション等を展開 

 
商工労働観

光部 

いわての魅力まる

ごと発信強化事業

費 

12.6 

岩手ファンの拡大を図るため、ＳＮＳ等を

活用した岩手の魅力発信を行うとともに、

全国ネットワークを有する民間企業等と

連携した売込み活動等を推進 

 県土整備部 

クルーズ船誘致プ

ロモーション事業

費 

5.7 

県内港湾へのクルーズ船を誘致するため、

港湾所在市等と連携してポートセールス

を実施 

農林水

産業の

振興 

農林水産部 
水産物安全出荷推

進事業費 
2.4 

県産水産物の安全性の確保と風評被害の

払拭のため、水産物の放射性物質調査を実

施 



施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 農林水産部 

県産牛肉安全安心

確立緊急対策事業

費 

22.5 

安全・安心な県産牛肉の供給体制を確立す

るため、出荷される県産牛の放射性物質検

査を実施 

 農林水産部 
農産物放射性物質

検査事業費 
0.4 

県産農産物の安全性の確保と風評被害の

払拭のため、農産物の放射性物質検査を実

施 

 農林水産部 
東日本大震災農業

生産対策交付金 
1.0 

原発事故からの農業生産の復興に向け、安

全な農畜産物を生産できる環境の確保等

を図るための取組に要する経費を補助（補

助率：定額、補助対象：農業者の組織する

団体等） 

 農林水産部 
放射性物質被害畜

産総合対策事業費 
64.7 

県産畜産物の安全性の確保と風評被害の

払拭のため、牧草等の放射性物質調査や汚

染牧草の一時保管等を支援（補助率：定額、

補助対象：市町村） 

 農林水産部 
特用林産施設等体

制整備事業費補助 
77.8 

しいたけ生産者の経営基盤の強化を図る

ため、しいたけ原木等の生産資材の導入や

簡易ハウスの整備等に要する経費を補助

（補助率：定額、補助対象：市町村） 

 農林水産部 
きのこ原木等処理

事業費補助 
10.8 

原木しいたけ産地の再生を図るため、使用

自粛となったしいたけ原木及びほだ木の

処理や、落葉層除去等ほだ場の生産環境整

備に要する経費を補助（補助率：定額、補

助対象：市町村） 

 農林水産部 
特用林産物放射性

物質調査事業費 
68.2 

県産特用林産物の安全性の確保と風評被

害の払拭のため、特用林産物の放射性物質

調査を実施 

 農林水産部 

いわて水産アカデ

ミー運営支援事業

費 

3.4 

新たな漁業就業者の確保や地域をリード

する漁業者の育成を図るため、生産技術や

経営手法を習得できる「いわて水産アカデ

ミー」の運営を支援 

 農林水産部 
地域農業計画実践

支援事業費 
170.0 

地域農業マスタープラン（地域計画）に位

置付けられた中心経営体等の規模拡大や

多角化に必要な機械・施設等の整備を支援 

 農林水産部 

いわてみどりの食

料システム戦略推

進事業費補助 

50.5 

地域の再生エネルギー資源を活用した地

域循環型エネルギーシステムの構築を図

るため、営農型太陽光発電のモデル的取組

を支援（補助率：定額、補助対象：市町村） 



施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 農林水産部 
いわてワインヒル

ズ推進事業費 
1.5 

ワイン産業を核とした中山間地域等の活

性化を図るため、醸造用ぶどうの生産拡大

や醸造技術向上に向けたセミナー等の実

施、県産ワインのＰＲを支援 

 農林水産部 

水田フル活用農業

高度化プロジェク

ト事業費 

6.4 

水田を活用した収益性の高い農業を確立

するため、主食用米から野菜等への作付転

換を促進するとともに、施設野菜の環境制

御技術の習得に向けた取組等を支援 

 農林水産部 
土地利用型農業生

産振興対策事業費 
2,319.1 

水稲や園芸作物等の産地競争力の強化を

図るため、共同利用施設等の整備や、高収

益作物等への転換に要する経費を補助（補

助率：1/2 等、補助対象：農業者の組織

する団体等） 

 農林水産部 
りんどう生産拡大

支援事業費補助 
3.6 

花き産地の維持・発展を図るため、切り花

りんどう新品種等の新植に要する経費を

補助（補助率：定額、補助対象：ＪＡりん

どう生産部会等） 

 農林水産部 

いわて牛産地育成

革新技術推進事業

費 

5.7 

産肉能力の優れた県有種雄牛を効率的に

造成するため、ゲノム解析技術を活用した

優良基礎雌牛の選定と候補種雄牛の早期

選抜を実施 

 農林水産部 
畜産競争力強化整

備事業費補助 
561.2 

畜産農家の収益性向上を図るため、「畜産

クラスター計画」に位置づけられた中心的

経営体が実施する家畜飼養管理施設等の

整備に要する経費を補助（補助率：定額、

補助対象：畜産クラスター協議会） 

 農林水産部 

森林・林業・木材産

業グリーン成長総

合対策事業費(間

伐・路網・再造林関

係) 

702.6 

木材搬出コストの低減や森林資源の持続

的な利用を促進するため、森林組合等が実

施する主伐から再造林の一貫作業等に要

する経費を補助（補助率：定額、補助対象：

森林組合等） 

 農林水産部 
栽培漁業推進事業

費 
330.4 

栽培漁業資源の回復を図るため、種苗生

産・放流の支援や、放流後の生残率を高め

る適切な放流方法の指導等を実施（対象：

アワビ・ヒラメ種苗、補助率：10/10、

補助対象：漁業協同組合） 

 農林水産部 
さけ、ます増殖緊急

強化対策事業費 
46.3 

サケ資源の回復を図るため、サケ稚魚の生

産技術の開発、サクラマスの資源造成に向



施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

けた研究等に加え、大型で遊泳力の高い強

靱なサケ稚魚の生産技術の現場実装を支

援（補助率：1/3 等、補助対象：さけ、

ます増殖協会等） 

 農林水産部 
さけ資源緊急回復

支援事業費補助 
389.4 

サケ資源の回復を図るため、親魚の確保等

に要する経費を補助（補助率：10/10、

補助対象：さけ・ます増殖協会） 

 農林水産部 
強い水産業づくり

交付金事業費 
108.0 

漁業者の収益向上と生産コストの削減を

図るため、水産共同利用施設等の整備に要

する経費を補助（補助率：1/2、補助対象：

漁業協同組合等） 

 農林水産部 養殖業振興事業費 2.8 

養殖生産量の増大を図るため、アサリ種苗

の量産技術の実証と養殖管理技術の確立

に向けた試験等を実施 

 農林水産部 
漁場等生産力発揮

対策事業費 
5.3 

漁場等が有する生産力を十分に発揮させ

るため、海藻養殖の増産に向けた技術開発

やウニの安定出荷に向けた取組を実施 

 農林水産部 
園芸雑穀新品種協

働開発事業費 
3.7 

りんどう、りんご及び雑穀のオリジナル品

種による市場評価の向上と他産地との差

別化を図るため、新品種の開発を進めると

ともに、種苗等の安定供給を支援 

 農林水産部 
りんどうパワーア

ップ事業費 
3.3 

県産りんどうの需要拡大を図るため、県オ

リジナルりんどうのＰＲの実施や革新技

術を活用した新品種を開発 

 農林水産部 
データ駆動型農業

推進事業費 
10.1 

収益性の高い農業の実現と労働力不足の

克服を図るため、データ駆動型農業技術の

開発・実証や普及推進体制の構築に向けた

取組を推進 

 農林水産部 
養殖生産技術高度

化推進事業費 
5.0 

本県の強みである種苗生産技術などを生

かした高度なつくり育てる漁業を推進す

るため、新たな魚類の養殖技術等を開発 

 農林水産部 

さけ、ます海面養殖

イノベーション推

進事業費 

3.3 

サケ・マス類の海面養殖の振興を図るた

め、ＩＣＴ機器の導入による稚魚の効率的

な生産体制の構築や県産オリジナルの海

面養殖用種苗の開発を推進 

 農林水産部 
畜産ＧＡＰ普及推

進事業費 
3.1 

安全・安心な畜産物の供給や農業経営の体

質強化を図るため、畜産ＧＡＰ等の取得に

向けた取組を支援（補助率：定額、補助対



施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

象：畜産ＧＡＰ取得意向のある農場等） 

 農林水産部 
いきいき農村基盤

整備事業費補助 
57.0 

いきいきとした岩手の農業・農村を創り上

げていくため、中山間地域等の耕作条件が

不利な小規模農地等を対象とした簡易な

基盤整備に要する経費を補助（補助率：定

額等、補助対象：市町村等） 

 農林水産部 
経営体育成基盤整

備事業費 
2,643.1 

地域の中心となる経営体の育成を図るた

め、ほ場の大区画化や排水改良などの生産

基盤の整備と担い手への農地集積を一体

的に推進 

 農林水産部 
中山間地域総合整

備事業費 
937.4 

地域特性を生かした農業と活力ある農村

づくりを促進するため、地域の実情に応じ

た農業生産基盤や農村生活環境基盤を整

備 

 農林水産部 
森林整備事業費補

助 
526.0 

森林の有する多面的機能を持続的に発揮

させるため、市町村等が実施する森林経営

計画の認定森林等における再造林や間伐

等に要する経費を補助（補助率：4/10 等、

補助対象：市町村等） 

 農林水産部 
水産基盤整備調査

費 
38.6 

水産資源の回復・増大等を図るため、効果

的な漁場整備に向けた状況確認調査等を

実施 

 農林水産部 
水産環境整備事業

費 
125.0 

水産環境の改善と漁場生産力の回復を図

るため、水産生物の産卵・生息等の場とな

る藻場を造成 

 農林水産部 
水産流通基盤整備

事業費 
916.1 

水産物の安定供給に資する漁港機能の向

上を図るため、岸壁等を整備 

 農林水産部 
水産物供給基盤機

能保全事業費 
272.2 

漁港施設の長寿命化を図るため、機能保全

計画に基づく保全工事等を実施 

 農林水産部 

いわて地域ぐるみ

６次産業化支援事

業費 

2.8 

地域ぐるみの６次産業化を促進するため、

農林漁業者と商工業者等が連携して行う

特産品開発や販路拡大等の取組を支援 

 農林水産部 

新たな水産資源利

活用モデル開発事

業費 

6.9 

増加している水産資源の有効利用を図る

ため、水揚量が増加している魚種を対象と

した新たな水産物の販路・物流モデルの構

築に向けた取組を実施 



施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 農林水産部 

いわて畜産物ブラ

ンド強化対策事業

費 

3.0 

県産牛肉のブランド化と有利販売等を進

めるため、いわて牛普及推進協議会が行う

普及啓発や消費拡大等の取組を支援 

 農林水産部 

いわての純情園芸

産品販売戦略展開

事業費 

1.5 

県産園芸産品の有利販売等を進めるため、

産地と実需者等との安定的な取引関係の

構築、消費者等へのＰＲなどを実施 

 農林水産部 
いわて農林水産物

輸出強化事業費 
9.9 

県産農林水産物の海外における知名度向

上と販路の拡大を図るため、オンライン商

談会やフェアの開催、ＳＮＳを活用した情

報発信を実施 

 農林水産部 

いわて食農連携プ

ロジェクト推進事

業費 

7.9 

地域における持続可能なローカルフード

ビジネスモデルを創出するため、食と農に

関わる多様な関係者を対象とした研修会

の開催や新商品の開発を支援 

 農林水産部 

こころ高まる農山

漁村感動体験創出

事業費 

3.0 

都市と農山漁村の交流人口拡大を図るた

め、多様な旅行者ニーズに対応できる人材

の育成や農山漁村への体験型教育旅行等

の誘致活動等を実施 

 農林水産部 

中山間地農業農村

活性化推進対策事

業費 

38.6 

中山間地域等において、将来にわたり持続

可能な活力ある地域コミュニティを確立

するため、活動をリードする人材の育成

や、集落等の将来ビジョン策定、農村ＲＭ

Ｏの形成に向けた取組等を支援（補助率:

定額、補助対象:中山間地域の団体等） 

 農林水産部 
水産多面的機能発

揮対策事業費 
4.1 

藻場・干潟等が有する水産資源の保護・培

養や水質浄化等の多面的機能の維持・発揮

のため、漁業者等が行う藻場・干潟等の保

全活動を支援 

 農林水産部 

農業農村関係人口

拡大定着支援事業

費 

10.8 

農業・農村における関係人口の拡大を図る

ため、就農や農村での暮らしに関する情報

発信のほか、若者を対象とした農村再発見

バスツアーを実施 

 農林水産部 
団体営農村地域防

災減災事業費補助 
127.0 

効果的な防災・減災対策を講じるため、ハ

ザードマップ作成や利用実態のない農業

用ため池の廃止に要する経費を補助（補助

率：定額、事業主体：市町村） 



施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 農林水産部 
農村地域防災減災

事業費 
1,132.0 

施設の機能回復や災害の未然防止のため、

地域の実情に即した農業用施設の整備や

保全等を総合的に実施 

 農林水産部 治山事業費 1,309.3 
山地災害から県民の生命・財産を守るた

め、治山施設を整備  

 農林水産部 
漁港施設機能強化

事業費 
161.0 

高波や地震・津波に備えた漁港機能の強化

を図るため、防波堤・護岸等を整備 

 農林水産部 
強い水産業づくり

交付金事業費 
25.3 

漁業地域の防災力向上を図るため、漁船避

難ルールづくりや水産業ＢＣＰ（業務継続

計画）の策定支援、避難路の整備を実施 

 農林水産部 
海岸高潮対策事業

費 
358.2 

津波や高潮による被害を防止するため、海

岸保全施設の整備を実施 

産業基

盤の整

備と利

活用 

県土整備部 
河川等災害復旧事

業費 
3,453.0 

被災した河川の公共土木施設の災害復旧

を実施 

 県土整備部 
浄化槽設置整備事

業費補助 
189.7 

快適な生活環境を確保するため、浄化槽の

整備に要する経費の一部を補助（補助率：

1/3・1/4、補助対象：市町村） 

 県土整備部 
都市計画道路整備

事業費 
1,045.3 

円滑な都市交通を確保するため、市街地に

おける混雑の緩和に向けた道路整備を実

施 

 県土整備部 
河川整備基本方針

策定費 
271.6 

河川法で定める河川整備基本方針、河川整

備計画策定及び新規河川改修事業の導入

に資する調査等を実施 

 県土整備部 河川改修事業費 2,470.6 

洪水被害の防止・軽減を図るため、浸水被

害が生じるおそれのある河川の改修等を

実施 

 県土整備部 砂防事業費 650.5 
土石流による被害を防止するため、砂防堰

堤等の整備を実施 

 県土整備部 
総合流域防災事業

費 
835.0 

土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区

域等の指定に要する基礎調査及び繰り返

し基礎調査を実施 



施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 県土整備部 
水防警報施設整備

事業費 
80.0 

河川の水位状況を把握し、水防団及び住民

に水位計や雨量計等のデータを情報提供

する水防警報施設の管理を実施 

 県土整備部 堰堤改良事業費 217.0 
ダムの効用の継続的な発現のため、大規模

かつ緊急性の高い設備改良などを実施 

 県土整備部 
橋りょう補強事業

費 
30.0 

災害に強く信頼性の高い道路ネットワー

クを確保するため、緊急輸送道路の橋りょ

うの耐震補強を実施 

 県土整備部 
道路災害防除事業

費 
373.4 

災害に強く信頼性の高い道路ネットワー

クを確保するため、道路防災対策等を実施 

 県土整備部 凍雪害対策事業費 353.5 

冬期間の安全で円滑な交通の確保するた

め、消雪工や防雪柵による防雪対策、堆雪

帯整備等による凍雪害防止対策を実施 

 県土整備部 
交通安全施設整備

事業費 
809.0 

道路利用者の安全な通行を確保するため、

歩道の整備に向けた調査や交通安全施設

の整備等を実施 

 県土整備部 
地域連携道路整備

事業費 
5,632.8 

災害に強く信頼性の高い道路ネットワー

クを構築するため、緊急輸送道路などの整

備を実施 

 県土整備部 
地域道路整備事業

費 
179.0 

局部的な隘路箇所の整備を実施するとと

もに、効果的な事業導入及び効率的な事業

展開を図るため、必要な調査や設計を実施 

 県土整備部 港湾利用促進費 3.1 

三陸沿岸道路等の整備を踏まえた港湾の

利活用促進のため、企業等へポートセール

スを行うとともに、ポートフォーラムを開

催 

 県土整備部 空港整備事業費 644.5 
航空機の安全運航のため、滑走路の舗装補

修など空港施設の整備を実施 

 県土整備部 
道路環境改善事業

費 
12,943.7 

生活を支える安全・安心な道路ネットワー

クを確保するため、橋りょうの耐震化等の

道路防災対策、歩道や道の駅等の整備、橋

りょう等の道路施設の修繕等を実施 

 県土整備部 
港湾施設改良事業

費 
100.0 

港湾脱炭素化推進計画の策定及び港湾に

おける長寿命化のための施設修繕を実施 



施策 

区分等 
部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 県土整備部 
橋りょう補修事業

費 
60.0 

橋の長寿命化を図るため、岩手県道路橋長

寿命化修繕計画に基づく橋りょうの修繕

を実施 

 県土整備部 
直轄道路事業費負

担金 
2,955.0 国が実施する道路整備費の一部を負担 

 県土整備部 
直轄港湾事業費負

担金  
316.0 

国が実施する港湾施設の整備費の一部を

負担 

みんな

が活躍

できる

環境づ

くり 

商工労働観

光部 

いわてターン促進

事業費 
15.4 

本県へのＵ・Ｉターンを促進するため、帰

省者を対象としたプロモーションを実施

するとともに、新たにいわて暮らしの魅力

を紹介する動画を作成 

 
県北広域振

興局 

働くなら北いわて、

暮らすなら北いわ

て推進事業費 

4.0 

若者や女性が安心して働き子育てできる

環境整備を促進するとともに、若者の地元

就職や移住定住に向けた取組を支援 

 



（４） 新型コロナウイルス感染症対策関連事業 

 （単位：百万円） 

区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

感染拡

大防止

への対

応 

保健福祉部 
感染症予防費（ＰＣ

Ｒ検査、入院措置） 
3,192.9 

医療機関等のＰＣＲ検査料や新型コロナ

ウイルス感染症患者の入院医療費等を負

担 

保健福祉部 
結核・感染症サーベ

イランス事業費 
227.9 

行政検査体制の充実を図るため、県環境保

健研究センター用の新型コロナウイルス

検査資器材等を購入 

 保健福祉部 

感染症等健康危機

管理体制強化事業

費 

9.1 

新型コロナウイルス感染症による健康危

機管理に迅速・適切に対応するための疫学

専門チームを派遣するとともに、クラスタ

ー対策の研修会等を実施 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症入院施設

等確保事業費補助 

15,475.4 

新型コロナウイルス感染症患者用の病床

を確保する医療機関に対し病床確保に要

する経費を補助（補助率：定額、補助対象：

新型コロナウイルス感染症患者入院医療

機関等） 

 保健福祉部 
地域外来・検査セン

ター整備事業費 
31.4 

ＰＣＲ検査等を実施する地域外来・検査セ

ンターを設置 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症軽症者等

宿泊療養事業費 

5,568.8 

軽症の新型コロナウイルス感染症患者の

宿泊療養施設を確保するとともに、有症状

者の受診相談などに対応するコールセン

ターを設置・運営 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症医療従事

者宿泊費補助 

47.3 

新型コロナウイルス感染症への対応によ

り、帰宅が困難な医療従事者のための宿泊

施設を借り上げる医療機関に対し、借上げ

に要する経費を補助（補助率：定額、補助

対象：新型コロナウイルス感染症患者入院

医療機関等） 

 保健福祉部 
入院医療提供体制

整備事業費 
55.5 

岩手県新型コロナウイルス感染症医療体

制検討委員会に入院搬送等調整班を設置

するほか、医師等医療従事者の派遣に要す

る経費を負担 

 保健福祉部 
薬局再開支援等事

業費補助 
0.7 

新型コロナウイルス感染症の影響により

休業した薬局の再開・継続に要する経費を

補助（補助率：定額、補助対象：薬局） 



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症対応看護

職員等派遣支援事

業費 

34.4 

新型コロナウイルス感染症のクラスター

が発生した県内医療機関に職員を派遣す

る医療機関に対し、職員派遣に要する経費

を補助（補助率：定額、補助対象：医療機

関） 

 保健福祉部 
代診医派遣体制確

保事業費補助 
9.7 

新型コロナウイルスに感染した医師に代

わり診療を行う医師の派遣に要する経費

を補助（補助率：定額、補助対象：医療機

関） 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症対応医療

従事者危険手当支

給費補助 

268.8 

新型コロナウイルス感染症入院患者受入

医療機関の負担軽減と医療従事者の待遇

向上のため、医療機関が行う危険手当支給

に要する経費を補助（補助率：定額、補助

対象：新型コロナウイルス感染症患者入院

医療機関） 

 保健福祉部 

介護施設等簡易陰

圧装置設置事業費

補助 

49.2 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の

リスクを低減するため、陰圧装置の設置や

簡易的なダクト工事等に要する経費を補

助（補助率：定額、補助対象：市町村） 

 保健福祉部 

介護施設等多床室

個室化改修事業費

補助 

9.8 

新型コロナウイルスの感染が疑われる者

が複数発生した場合に備え、感染が疑われ

る者同士のスペースを空間的に分離する

ための多床室の個室化に要する経費を補

助（補助率：定額、補助対象：市町村） 

 保健福祉部 

介護施設等ゾーニ

ング環境等整備事

業費補助 

31.2 

新型コロナウイルス感染症の発生時の対

応や感染拡大防止のため、生活空間等の区

分けを行うゾーニング環境等の整備に要

する経費を補助（補助率：定額、補助対象：

市町村） 

 保健福祉部 
妊産婦訪問支援事

業費 
0.5 

新型コロナウイルス感染症の影響により 

健康面や出産後の育児などに不安を感じ

支援を希望する妊産婦に対し、助産師等が

訪問等を行い、地域において健やかな育児

ができるよう支援 

 保健福祉部 
保育対策総合支援

事業費 
28.0 

認可外保育施設において、新型コロナウイ

ルス感染症対策を図りながら保育を継続

的に実施していくために必要な経費や衛

生用品の購入等に必要な経費を補助（補助



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

率：定額、補助対象：認可外保育施設） 

 保健福祉部 
地域子ども・子育て

支援事業交付金 
83.8 

放課後児童クラブ等において、事業を継続

的に実施していくために必要な新型コロ

ナウイルス感染症対策の経費や衛生用品

の購入に必要な経費、ＩＣＴ化に要する経

費を補助（補助率：1/3、補助対象：市町

村） 

 保健福祉部 

児童養護施設等衛

生環境緊急確保事

業費補助 

25.9 

児童養護施設等において、業務を継続的に

実施していくために必要な新型コロナウ

イルス感染症対策の経費や、衛生用品の購

入等に必要な経費を補助（補助率：定額、

補助対象：児童養護施設等） 

 保健福祉部 
旧中央児童相談所

管理運営費 
2.4 

福祉総合相談センター（旧中央児童相談所

分）において業務を継続するため、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大防止対策を実

施 

 保健福祉部 
児童相談所管理運

営費 
3.6 

一関児童相談所や宮古児童相談所におい

て業務を継続するため、新型コロナウイル

ス感染症の拡大防止対策を実施 

 保健福祉部 
杜陵学園管理運営

費 
1.8 

杜陵学園において業務を継続するため、新

型コロナウイルス感染症の拡大防止対策

を実施 

 保健福祉部 

医療的ケア児等感

染症対策支援事業

費補助 

5.3 

主な介護者が感染し、在宅でケアを受ける

ことができない医療的ケア児等を短期入

所事業所で受け入れるために必要となる

経費の補助を行うとともに、受入先に搬送

するまでの支援体制を整備（補助率：定額、

補助対象：短期入所事業所等） 

 保健福祉部 
旧婦人相談所管理

運営費 
1.8 

福祉総合相談センター（婦人相談所分）に

おいて業務を継続するため、新型コロナウ

イルス感染症の拡大防止対策を実施 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症ＰＣＲ検

査促進等事業費 

903.3 

感染拡大の傾向がみられる場合に、県から

の要請により検査事業者が実施する検査

に要する費用を補助（補助率：定額、補助

対象：検査事業者） 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症対応県外

看護職員等派遣支

27.4 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

伴い、県内の医療機関の看護職員による入

院医療体制の維持が困難となった場合、県



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

援事業 外の医療機関から看護職員を確保 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

ス感染症対策保健

衛生人材確保事業

費 

76.9 

新型コロナウイルス感染症対策のため、保

健師等の専門職を会計年度任用職員とし

て任用し、保健所等の体制を強化 

 保健福祉部 

新型コロナウイル

スワクチン接種体

制確保事業費 

2,979.2 
新型コロナウイルスワクチンの接種のた

めに必要な体制を確保 

 教育委員会 

新型コロナウイル

ス感染症対策スク

ールサポートスタ

ッフ配置事業費 

70.9 

新型コロナウイルス感染症対策業務が増

加している教職員を支援するため、スクー

ルサポートスタッフを配置 

 教育委員会 

公立幼稚園等緊急

環境整備事業費補

助 

5.2 

新型コロナウイルス感染症対策のため、市

町村が行う幼稚園等への保健衛生用品の

配布に要する経費を補助（補助率：1/2、

補助対象：市町村） 

 教育委員会 

全日制高等学校教

育活動継続環境整

備事業費 

120.4 

新型コロナウイルスの濃厚接触者・感染者

が発生した学校に対して、学校教育活動を

継続するための保健衛生用品等の購入、及

び効果的な換気の実施に係る経費を支援 

 教育委員会 

特別支援学校教育

活動継続環境整備

事業費 

45.1 

新型コロナウイルスの濃厚接触者・感染者

が発生した学校に対して、学校教育活動を

継続するための保健衛生用品等の購入、及

び効果的な換気の実施に係る経費を支援 

 教育委員会 

特別支援学校スク

ールバス感染症対

策支援事業費 

44.4 

特別支援学校のスクールバスにおける新

型コロナウイルス感染症の感染リスクの

低減を図るため、スクールバスの増便等を

実施 

社会生

活・経済

活動を

支える

取組 

ふるさと振

興部 

いわて銀河鉄道利

用促進協議会負担

金 

10.0 

ＩＧＲいわて銀河鉄道㈱の利用者の回復

に向け、関係市町と連携し、沿線の観光資

源等を活用した利用促進策を実施 

ふるさと振

興部 

交通系 IC カードシ

ステム整備費補助 
60.9 

公共交通の利用促進を図るため、交通系 IC

カードシステムの整備に要する経費を補

助（補助率：定額、補助対象：乗合バス事

業者） 

 
ふるさと振

興部 

いわて花巻空港利

用促進事業費 
119.8 

いわて花巻空港の航空需要の回復を図る

ため、国内線の利用促進等のほか、国際線

の早期運航再開や安定的な運航などに向



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

けた取組を推進するとともに、国際線を活

用した県北・沿岸地域へのインバウンド誘

客拡大の取組を実施 

 環境生活部 
飲食店感染対策推

進事業費 
62.6 

飲食店における新型コロナウイルス感染

症拡大防止対策をより一層進めるため、認

証制度を通じて感染対策を徹底するとと

もに、認証店の利用促進等に向けた取組を

実施 

 環境生活部 

女性のためのつな

がりサポート事業

費 

13.2 

新型コロナウイルス感染症拡大による孤

独・孤立で不安を抱える女性を支援するた

め、相談体制の整備、居場所づくり、女性

用品の提供を実施 

 保健福祉部 
分娩前感染症検査

費補助 
7.3 

妊婦がかかりつけ医と相談し、検査を希望

する場合に、分娩前ＰＣＲ検査を受けるた

めの費用を支援（補助率：定額、補助対象：

妊婦） 

 保健福祉部 

生活困窮者自立支

援事業費（住居確保

給付金） 

0.9 

新型コロナウイルス感染症の影響による

離職や休業等に伴う収入減により経済的

に困窮し、住居を喪失した又はそのおそれ

がある者に対し、住居確保給付金を支給 

 保健福祉部 

緊急時介護人材確

保、職場環境復旧等

支援事業費補助 

117.5 

介護サービスを継続して提供できるよう、

通常の介護サービスの提供時では想定さ

れない、かかり増し経費等に対し補助（補

助率：定額、補助対象：新型コロナウイル

ス感染者が発生した又は濃厚接触者に対

応した介護サービス事業所・施設等） 

 保健福祉部 
障がい福祉サービ

ス支援事業費補助 
13.8 

新型コロナウイルス感染症対策を図りな

がら障害福祉サービス等を継続して提供

できるよう、通常の障害福祉サービスの提

供時では想定されないかかり増し経費等

を補助（補助率：定額、補助対象：社会福

祉法人等） 

 保健福祉部 
介護ロボット等導

入支援事業費 
154.8 

新型コロナウイルス感染症対応で業務負

荷が増えている介護職員の更なる負担軽

減や業務効率化を図るため、介護ロボット

等の導入に係る経費を補助（補助率：定額、

補助対象：介護施設・事業所） 



区分 部局名等 事業名 予算額 事業内容 

 
商工労働観

光部 

中小企業事業再

生・再チャレンジ支

援事業費補助 

450.0 

県内中小企業者の経営課題解決支援の取

組を加速するため、「いわて中小企業事業

継続支援センター会議」の運営に要する経

費を補助（補助率：定額、補助対象：商工

指導団体・岩手県信用保証協会等） 

 
商工労働観

光部 

新型コロナウイル

ス感染症対策資金

貸付金 

32,467.9 

新型コロナウイルス感染症により事業活

動に支障が生じている場合に、中小企業者

の事業継続に必要な資金を貸付 

 
商工労働観

光部 

新型コロナウイル

ス感染症対策資金

保証料補給補助 

707.5 

中小企業者が新型コロナウイルス感染症

対策資金の貸付を受けた場合の信用保証

料の事業者負担分の一部を補給 

 
商工労働観

光部 

いわてインバウン

ド推進強化事業費 
44.8 

海外からの誘客を促進するため、いわて花

巻空港の国際線就航先へのプロモーショ

ンや外国人観光客の受入態勢整備等を推

進 

 県土整備部 

クルーズ船誘致プ

ロモーション事業

費 

5.7 

県内港湾へのクルーズ船を誘致するため、

港湾所在市等と連携してポートセールス

を実施 

新しい

「働き

方」「暮

らし」

「学び」

を進め

る取組 

ふるさと振

興部 

庁内基幹業務シス

テム整備事業費 

（※ 総務部からの

移管事業） 

13.0 

業務の変革に向け、基幹業務システムの最

適化のための環境整備や調査・分析等を実

施 

ふるさと振

興部 

電子県庁運営費 

（※ 総務部からの

移管事業） 

595.5 

業務の効率化を推進し、柔軟な働き方の実

現に向け、職員のテレワークのための環境

整備や庁内情報システムの運用保守等を

実施 

 
商工労働観

光部 

いわて暮らし応援

事業費 
165.8 

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを促進

するため、子育て世帯及び若者・女性に対

する支給額を拡大し、移住に伴う経費等を

補助（補助率：３/４・定額、補助対象：

市町村・移住者） 

 教育委員会 

公立幼稚園等ＩＣ

Ｔ環境整備事業費

補助 

8.3 

新型コロナウイルス感染症対策として、市

町村が行う市町村立幼稚園等における園

務を改善するためのＩＣＴ環境整備に要

する経費を補助（補助率：3/4、補助対象：

市町村） 
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